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【司会】 これより，成城学園創立１００周

年・経済研究所創設３０周年記念シンポ

ジウムを開催させていただきます。

まず本日の流れにつきまして，ご説明

させていただきます。はじめに本日のパ

ネルの座長を務めていただきます岩田一

政先生から，問題提起をいただきたいと

思います。次にパネリストの岡田様，山

本様，岩本様の順にお話をいただきます。

その後，質疑応答のパネルディスカッシ

ョンを行う予定にしております。

岩田一政先生のご経歴について簡単に

ご紹介させていただきます。岩田先生は

現在，日本経済研究センター代表理事・

理事長を務めておられます。先生は東京

大学教養学部教養学科をご卒業後，経済

企画庁に入省されまして，その後，西ド

イツのキール大学世界経済研究所に入所

されました。OECD 経済統計局でお仕

事をされ，そしていろいろとご経歴を経

た後に１９８６年，東京大学教養学部助教

授として赴任されました。その後，教授

に昇格されまして，２００３年から日本銀

行副総裁を５年間お務めになりました。

そして２０１０年より日本経済研究センタ

ーの代表理事・理事長として現職でお務

めです。この間，先生は国家戦略会議の

民間議員，経済財政諮問会議の委員など，

政策にも関わっておられましてご活躍さ

れています。

ご著書もたくさんありまして，私も大

学の授業等で参考文献等で使わせていた

だいておりますが，最近のトピックで２

つほど挙げさせていただきます。１つは

２０１０年に書かれました日本経済新聞社

から発刊されました「デフレとの戦い」

があります。そして昨年は，これも非常

にコンカレントなトピックですけれども，

日本経済新聞社から「マイナス金利政

策」という本を発刊されています。それ

では岩田先生，よろしくお願いします。

経済研究所は２０１７年７月１日（土），成城学園創立１００周年・経済研究所創設３０周
年記念シンポジウム「２０５０年の世界に向けて日本は何をすべきか」を開催した（参加
者約２００名）。
日本経済の課題を長期的な視野でみると，①人口減少と少子高齢化への対応，②グロ
ーバル化や情報技術革新の進展といった外部環境の変化への対応，③政府債務の拡大や
質的量的金融政策の出口戦略など経済政策の効果と将来負担，という３点が挙げられよ
う。本シンポジウムでは長期的な展望に立ち，２０５０年の日本・世界経済はどうなるか
をテーマに幅広い視野から議論した。具体的には２０５０年の日本・世界経済の長期予測，
人口動向，デジタル化の未来，経済政策課題と戦略について，成長から貧困・格差の深
刻化まで様々なプロセスが考えられる下で，私たちは今どうすべきか議論した。
座長には元日本銀行副総裁岩田一政氏（現日本経済研究センター理事長），パネリス
トには人口論の専門家である岡田豊氏（みずほ総合研究所主任研究員），情報技術革新
やその実体経済との関係について豊かな識見を持つ山本謙三氏（NTT データ経営研究
所会長）経済政策に詳しい岩本康志氏（東京大学大学院教授）をお迎えした。なお，本
シンポジウムは文部科学省・私立大学研究ブランディング事業の一環として開催した。

パネル主旨
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問題提起

どうも丁寧なご紹介をいただきまして

ありがとうございます。本日は成城学園

１００周年，経済研究所創設３０周年，大

変おめでとうございます。そのおめでた

い席に招待していただきまして，大変光

栄に思っています。いまご紹介ございま

したように，私，本日の座長と言います

か，司会役を務めさせていただきたいと

思います。その前に今日はどのような論

点を議論するべきかということで，事前

にいくらか考えたことをパワーポイント

でまとめましたので，それをご紹介した

いと思います。

私どものセンターは１つの仕事は日本

経済の短期，中期，それから長期，長期

の予測はグローバルな予測も毎年ではあ

りませんけれども，５年に１遍ぐらいは

やっております。２０５０年に向けてと言

うと，これは長期予測の範囲ということ

で，その２０５０年の世界に向けて日本が

何をすべきかというのが本日のテーマな

のですけれども，そのときに世界経済が

どのような姿になっているか，その前提

条件といいますか，日本が何をなすべき

か。世界全体はどうなのかということを

踏まえて議論する必要があるのではない

かというように思います。

そのような観点から考えますと，私も

直接関係したものも含めて５つほど，主

な２０５０年予測に関連したものをここに

あげてあります（図表１）。１つは日本経

済研究センターが２００７年で私がまだセ

ンターに行く前だったわけですが，前の

理事長の下で出されたものがありまして，

これは「人口が変えるアジア」という出

版物です。日本は人口減少，超高齢化と

いう問題にすでに９０年代初めに，人口

ボーナスが終わりまして，９０年代半ば

に人口オーナスの時代になった。そのと

きにアジアの国はどうなのでしょうかと

いう問題意識でまとめたのがこの報告書

です。その報告書の１ページ目に大きく

出してあるのが図表２です。日本がだん

だんと歳をとってきますねというのは，

実は日本だけではありません。アジアも

みんなそうではありませんか。その結果，

アジアの成長率はどのようなことになる

のでしょうか。いまはアジアの世紀とい

うことがよく言われていますけれども，

それは本当にどのぐらい持続するものな

のでしょうか。ゴールドマン・サックス

などは，中国はどんどんと急速に成長し

てアメリカを追い抜いてしまうであろう，

岩 田 一 政 氏

岩 田 一 政
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近いうちに。２０年代，３０年にはかなら

ず追い抜くという予測が行われていたわ

けですが，本当にこのような人口の動態

の変化というものをよく考えたらどうな

るのでしょうかという問題意識で出され

たレポートです。

ここにありますように，日本はこの

６５歳以上の人口が急速に増えまして，４

割ぐらいになってしまうということです。

それがいろいろな経済社会に大きなイン

図表２ ２０５０年の老年人口割合（６５歳以上人口に占める率）

（資料） 日経センター長期経済予測（２００６～２０５０年）「人口が変えるアジアー２０５０年の世界の姿」，２００７年３月

図表１ ２０５０年予測の例

１． 近年における長期予測の例としては以下のようなものがある。
（１）��������	�
��
��������

日本経済研究センター２００７年３月：人口動態の変化が与える効果
（２）�������������� !�"#
$%&'()*�+,�
日本経済研究センター ２０１４年２月：経済，社会，政治制度の質の高さが全要素生産
性に与える効果

（３）�-./�"#
��01234�56�"#7�
選択する未来委員会報告 ２０１５年１０月：人口動態の変化と地域経済

（４）���
������8���
���9:�
英エコノミスト編集部 ２０１２年，２０１７年 文芸春秋：アジアの世紀，デジタル革命と
AI の効果

（５）�;�����
��<=�>?@A	B?CDE�F/"#GHIJ�
ジョージ・フリードマン，櫻井祐子訳２００９年 早川書房：２１世紀はアメリカの世紀：
挑戦者は，ロシアと中国（２０年代），日本・トルコ・ポーランド（５０年代），メキシコ
（８０年代）

図内の数字は老年人口割合

２００５年 ２０５０年
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���o���pqN�$r?Y���K#(j6M
KstMuvw�(xyz�8United Nations, World Population Prospects: The 2004 Revision.
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パクトを与えているということです。し

かし，よくご覧いただきますと，中国も

一人っ子政策を１９７９年から開始しまし

て，相当急速に３６％ぐらいが老齢化す

る。それに比べて，若い国というのはど

こかというと，これはアメリカなのです

が，アメリカは移民が一時１００万人ぐら

い，毎年入るということがありまして，

出生率もけっして低くはないということ

があって，比較的若い。それからインド

が非常に若い。インドは人口で中国を上

回るかどうかというところまで追いつい

てきていますけれども，非常に若いまま

で頑張れるということです。ヨーロッパ

はもちろん，前から高齢化が進んでいる。

それがさらに進むということです。この

ようなことを考えると，アメリカが簡単

に GDP の規模でいうと，すぐに中国に

抜かれるかということは簡単には言えま

せんねというのが最初のレポートです。

２番目に出ておりますのは，これは私

が理事長のときに出しました，２０１４年，

「グローバル長期予測と日本の３つの未

来」ということで，副題が付いていまし

て，「経済一流国堅持の条件」というの

が付いています。どうしてこのようなサ

ブタイトルを付けたかというと，これは

２０１２年に Armitage-Nye 報告というの

が出されました。ハーバード大学の Nye

教授と Armitage さん（国防次官補や国

務副長官をやっていた方で，日本につい

て非常に詳しい方です）のお二人が日本

に対して報告書を定期的に出されていま

して，１２年にも出した。その報告書が

非常に日本に対して厳しいことを言って

おりました。日本はちょうどその頃民主

党政権でもあったのですが，総理が毎年

代わってしまうということでは，とても

このまま考えると日本の世界に占めるス

テイタスというのは，これまで一流国で

あったかもしれないけれども，日本は二

流国になることに甘んじるのですかとい

う，そのまま黙っているのですか，この

ままで行くのですかと問いかける報告書

だったのです。私はこの２番目の報告書

を出すときの問題意識は，そうならない

ためには日本は何をやらなければいけな

いか。もちろん，政治のほうでいろいろ

とやらなければいけない。安全保障もあ

ります。グローバルな問題についてのこ

ともありますが，日本の国内では何をや

らなければいけないかということで，３

つの選択ということで，どのような成長

戦略を柱にすれば日本は一流国の地位が

維持できるかという問題意識で，このレ

ポートをまとめました。

そこの３つのシナリオというのは，こ

の図表３です。これは現役世代，つまり

働いている世代の人たちの生活水準がど

うなるかということなのです。実は改革

が進まないと，いまはアベノミクスが成

長戦略ということで改革を進めています

が，それがこれまでと同じような姿の改

革でしかないスタンダードなケースとい

うのが停滞シナリオで，これはずっと悪

くなります。働く世代の方，若い方はみ

なさん，生活水準が落ちるのです。落ち

てゆく生活水準がスタンダードシナリオ

なのです。もっと悪いのは，財政赤字な

どが累積しまして，財政波紋でさらにも

っと悪化する。

それに対して，改革と成長というのは，

多くの改革をドラスティックに実現する

ということをやれば日本の成長率は回復

シ ン ポ ジ ウ ム
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します。２％成長ということをアベノミ

クスが言っていますが，すぐに２％はい

かないけれども，２０年代，３０年代，次

第に２％に近づいていくということは可

能ですというシナリオを描きました（図

表４）。そのときには日本は例えば，一

人当たりの国民総所得，GNI はどうな

るか。国民総所得と GDP の違いはどこ

にあるかというと，海外で企業が収益を

上げる。それは GDP に入らないのです

が，GNI には入ってくるのです。その

総所得で比べると日本はどのような姿に

なるか。標準シナリオですと，一人当た

りの国民総所得はいくらか増えます。

４．２万ドルが５．７万ドルぐらい。少しは

良くなります。これは５０年ですから，

ずいぶんと先です。悪いともっと悪くな

ってしまいます。もう１つは改革がうま

くいけば，これは非常に高いのですが９

万ドル，世界３位に戻れます。

戻れるというのは，９０年がちょうど

日本が１人当り所得が３位だったのです。

バブルがちょうど終わった年ですが，そ

のころはスイスなどとくらべても，日本

は明らかにファーストクラスにいたわけ

ですが，それが次第に落ちてきまして，

この先も次第にもっと落ちていくのです

が，それを放置するのでしょうかという

のが問題意識でありました。

この改革シナリオと，そうではない標

準シナリオの違いはどこにあるかという

と，経済，社会，政治のインスティチュ

ーションの質を高める。どのくらい質を

高めることができるかということです。

つまり経済学でいうと，全要素生産性と

いうのがありますけれど，これは経済全

体の生産性です。それがどのぐらい，ど

のような要因で変わるかという要因分析

をしまして，分解していくと，いまより

も，例えば，グローバライゼーション，

これは TTP というのが課題であったわ

けですが，それだけでなくて，もっと深

い意味でのグローバライゼーションをも

っとやっていく。あるいは労働市場の改

革，ジェンダーギャップを完全に解消す

る。労働市場をもっと柔軟なものにする

という，いま安倍内閣のほうではジェン

ダーギャップをやり，働き方改革という

図表３ 改革遅れれば生活水準低下

（資料） 日経センター長期経済予測（２０１３～２０５０年）「２０５０年への構想」最終報告「グ
ローバル長期予測と日本の３つの未来一経済一流国堅持の条件」，２０１４年２月

２００２ ２０１０ ２０２０ ２０３０ ２０４０ ２０５０

現役世帯の実質消費（万円）
５００

４５０

４００

３５０

３００

２５０

２００

改革と成長

停滞

保守化と破綻

（年）
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のをやっていますが，それが本当にうま

くいくということがあれば，こういうと

ころまで戻っていくことが可能ではない

でしょうか。このようなことを実はこの

レポートで述べました。

その後，内閣府のほうでアベノミクス

の第二弾といってもいいと私は思います

けれども，１４年の骨太の方針に入った

ことですが，「選択する未来委員会」と

いうのがオーガナイズされまして，そこ

で日本の人口減少がこれから続いていく

ことに対してどう考えたらいいのですか

という，「選択する未来」という委員会

を設置しました。私もワーキンググルー

プの座長を務めさせていただいて，マク

ロの経済がどうなるのかということをこ

こで議論をしております。そこでの焦点

は，人口がどんどんと減ってしまって，

特に地域では人口がうまく維持できなく

なってくる。そして社会保障のサービス

もうまくいかなくなりますよということ

を議論しまして，出生率を１．４あるのを

１．８まで戻せないかと。われわれの出し

た２番目の報告書では，フランスの例に

よれば，フランスは１．６か２に戻したこ

とがありまして，フランスが採用してい

る，いろいろな子育て関係の費用，ある

いは教育の費用。いまは授業料の無償化

（資料） 世界銀行統計をもとに日経センター推計。万ドル。GNI はアトラス法による。
（資料） 日経センター長期経済予測（２０１３～２０５０年）「２０５０年への構想」最終報告「グ

ローバル長期予測と日本の３つの未来一経済一流国堅持の条件」，２０１４年２月

図表４ 豊かになる国は（１人あたり国民総所得，GNI）

順位 ２０１０年 順位 ２０５０年

１
２
３
４
５

ノルウェー ８．７
スイス ７．４
デンマーク ６．０
スウェーデン ５．１
米国 ４．９

１
２
３
４
５

ノルウェー １５．４
スイス １２．２
日本（成長） ９．０
スウェーデン ８．７
カナダ ８．７

６
７
８
９
１０

オランダ ４．９
フィンランド ４．７
オーストリア ４．７
オーストラリア ４．６
ペルギー ４．６

６
７
８
９
１０

米国 ８．７
オーストラリア ８．５
デンマーク ７．９
シンガポール ７．７
オーストリア ７．３

１１
１２
１３
１４
１５

ドイツ ４．３
カナダ ４．３
アイルレランド ４．３
シンガポール ４．３
フランス ４．２

１１
１２
１３
１４
１５

フィンランド ７．２
ベルギー ７．０
フランス ６．８
オランダ ６．７
イスラエル ６．５

１６

４８

日本 ４．２
：
：
：
：

中国 ０．４２

１８

２３

４５

：
日本（停滞） ５．７

：
日本（破綻） ４．０

：
中国 １．２５
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ということが議論になっていますが，そ

のようなことを日本でも実現した場合に

は１．４を１．８にすることも可能ですとい

うレポートを出していまして，選択する

未来委員会でも基本的にはその提案を入

れていただきました。アベノミクスの中

でも１．８というのは，いま若い女性にア

ンケート調査すると，「子どもを何人持

ちたいですか」と聞くと，２人という答

がいちばん多いですから，そういった姿

に近づけるのが望ましいのではないかと

いうことを，選択する未来委員会で議論

しました。

もう１つ，そこで議論したことは２％

成長というのはどうして可能なのかとい

うことを経済学的に考えられないかとい

うことが，問題意識にありまして，それ

を説明しようと思ったのがこの図表５で，

下のほうは改革が進まないとトロトロと

しています。こちらは改革が進むと，こ

のような高い経路にいけます。日本はど

のようなことになっているかと言う

と，９０年代，失われた１０年，あるいは

もう２０年と言われています。世界の

GDP の水準と縦軸のほうは成長率をと

ってみますと，その間で収束関係という

のが認められます。これは技術水準が非

常に高い国からそうでない国へ，いろい

ろな形で技術というのは伝播する。そう

しますと，貧しい国は次第にキャッチア

ップしてくる。このようなものを収束理

論と経済理論で呼んでいます。

その収束理論から照らすと日本はどの

ようなことになっているか。実は足元が

収束の経路と比べて，それよりも乖離し

て低いところにあるのです。低いところ

にあるとすれば，それは必ずそこに戻す

ことは可能であり，戻すとしたらそれは

早目に収束の経路にまず乗っかって，そ

れから後は収束の経路に従って成長して

図表５ 新たな経路への移行（イメージ）

（資料）「選択する未来）委員会 成長・発展ワーキング・グループ報告書，２０１４年１１月

世界トップレベルの成長・発展
生
産
性

集中的な
改革の実行

新たな経路への移行（ジャンプ・スタート）

改革が進まない場合

現在 ２０２０年代初頭

経済研究所年報・第３１号（２０１８）

― ―１０８



いくというのが望ましい選択ではないか

というのが，ここに書いてある図表５で

す。

以上が私の関係したものですが，これ

以外はどのようなものがあるかと言いま

すと，２つほどありまして，エコノミス

トが最近出したもので，技術要素，この

中には AI の問題ですとか，新しい技術

の問題がいろいろと触れられています。

私がおもしろいと思うのは，カーズワ

イルという方がシンギュラリティという

考えを２００７年に出されまして，これは

技術の特異点と呼ばれていますが，AI

が人間の頭脳を上回るようになる。これ

はいま将棋でも AI で学習して優れた方

が出ているというようになっていると思

いますが，特異な点に到達すると人間の

知識が倍増し，要するに，コンピュータ

と人間の頭脳がくっついて，ものすごい

進歩がそこから起こるのだというのがシ

ンギュラリティですが，これが２０４５年

に起こりますというのが，カーズワイル

さんの主張です。

それからもう１つの彼のメッセージは

「人間は死ななくなる」というもので，

遺伝子工学とナノテクノロジーを組み合

わせていくと，人間の体はどんどんと再

生できると。臓器でも傷んできたら新し

いのに替えられる。そうすると死ななく

なるはずだと。本人はそのように信じて

いまして，今も Google で働いています

が，主なテーマは自分の父親とまったく

同じ AI ができるかどうかというのが研

究テーマで，生きている人間のように父

親がもう１回出てくる研究をしている。

このような方ですが，そのような新しい

技術についても若干エコノミスト誌は取

り上げて議論をしています。

最後のフリードマンという方は，ジオ

ポリティクスの専門家で，アメリカの地

政学の専門家なのですが，これは１００年，

アメリカの優位というのが維持できるか

どうかという，これはジオポリティカル

な意味で，というので，この本もなかな

かファンタスティックな本で，サイエン

スフィクションを読んでいるかのような

ところがあります。ここに書いてあるよ

うに，今のアメリカに対する挑戦者はロ

シアであり，そして中国である。しかし

それはうまくいかないであろう。アメリ

カを凌駕することはない。その後，誰が

出てくるかというと，ここに書いてある

おもしろいのが，日本，トルコ，ポーラ

ンドが連盟を組んで５０年代ですが，月

の裏側にある秘密基地からアメリカを攻

撃するという。しかしこれもアメリカは

危機を乗り越えてやっていくと，最後に

出てくる危機はメキシコと書いてありま

すが，メキシコは，いまのカリフォルニ

アやテキサスなどは昔，メキシコ領だっ

たのです。そこをアメリカがどんどんと

拡大してきた。そこが，要するにアメリ

カの国内で反乱が起こる。メキシコが反

乱を起こす。これが最後の挑戦で，これ

がどうなるかということについて答は出

していません。このようなジオポリティ

カルなリスクについて，どのように考え

るかという，どこかには考えておかなけ

ればいけないというように思っています。

以上が最近のものですが，ここで論点

を私が考えて，７つほど勝手に挙げてい

ますが，１つは経済学を用いて，このよ

うに長期予測をするときに何を基準にす

るかというと，先ほど見ました収束理論
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ということなのです（図表６）。多くの

５０年予測というのは，アメリカが技術

の上でフロンティアになっている。そこ

に多くの国がキャッチアップしていく。

アメリカ自身もフロンティアを開拓して

どんどんと伸びていきますが，他国はそ

れに次第に接近していくということを基

本にして考えているということです。最

近，リチャード・ボールドウィンという

方が，いま中国，インドが台頭していき

たけれども，これはどのようなわけかと。

これは産業革命以来，９０年代以前まで

はむしろ南北格差が広がっていったグレ

ートダイバージェンスの時代であった。

それがいまはグレートコンバージェンス

になっている。これは経済理論がまさに

言っているとおりだというわけなのです

が，どうしてそれが可能になったかと言

うと，これはコミュニケーション技術が

発達してコミュニケーションのコストが

下がったので，どこでロケーションして

も，これまでは新興国にロケーションす

ると非常にコストがかかったのが，そう

いうことがなくなったので，オフショア

リングが簡単にできるようになって，グ

ローバル・バリュー・チェーンというの

がうまく使えるようになってきて，新興

国が大いにコンバージしてきたのが中国，

インドであるというのがその見方です。

そしてボールドウィンさんのもう１つ

の予言は，次はフェイス・トゥ・フェイ

スのコストが下がる。その人がそこにい

なくても，まるでいるかのように忍者の

ようにどこへでも行けるというもので，

そうなったときにどうなるかということ

を議論しています。

２番目は人口減少すると，あるいは高

齢化が進んだときに財政がどうなるかと

いうことです。われわれの２番目に描い

た予測では，公的負担が恐らく５５％に

なるだろう。これは高齢化でいまの社会

保障制度を考えますと，働く人がリタイ

アした人に保険料を払って支えるという

仕組みでいきますと，これは公的負担が

５５％までいきますよ。そのようなこと

に耐えられますかという問題提起をしま

した。これはいまも大きな問題だと思い

ます。

３番目が AI, Internet of Things，ビ ッ

グデータ。これはカーズワイルさんのよ

うなシンギュラリティに向かって，新た

な世界に向かって，どこまで進んでいく

図表６ 主な論点

１． 方法論：アメリカを技術フロンティア国とする「収束理論」の妥当性：
－「偉大な乖離」から「偉大な収束」へ（ボールドウィン）：産業革命（先進国
での技術・資本の蓄積）とコミュニケーション・コスト削減（１９９０年代）：次
は Face-to-Face コスト削減？

２． 人口減少・高齢化と公的負担・財政赤字・政府債務の増加：解決策はあるか？
３． “AI, loT, Big Data” が雇用，生産性に与える効果。
４． 国内経済格差拡大と保護主義の台頭（象の図）。
５． 気候変動が与えるリスク：パリ協定と２０５０年 CO２排出量８０％削減目標。
－カーボン・プライシングの有効性。

６． 次の金融危機への対応は十分か？
７． アジア，とりわけ北朝鮮リスクヘの対応は十分か？
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のか。そのときに雇用や生産性がどのよ

うに変化するのか。これは大きな問題だ

と思っています。

それから同時に，コンバージェンスが

起こる過程で，特にいまのアメリカのト

ランプさん，あるいはフランスでも右翼

派が台頭していますが，これは自由貿易

をやったから困った人たちが出てきてし

まったのだ。これはどこかを変えなくて

はいけない。アメリカ第一主義で国内の

雇用を優先しなくてはいけないというポ

ピュリズムが強く出ています。これはど

のように考えたらいいのですかという問

題についての象の図というワールドバン

クのエコノミストで，ミラノビッチとい

う方が計測しました。世界の新興国から，

発展途上国から先進国まで，家計の所得

の水準を横軸に，縦軸に一人当たり実質

所得の伸び率，１９８８年から２００８年，金

融危機が起きる前までの伸び率を書いて

ある。伸びがどのくらいあったか。そう

すると象のような形をしている（図表７）。

鼻の先はスーパーリッチな人たちです。

アメリカでもスーパーリッチがいます。

中国にもいますけれども。そして真ん中

の膨らんでいるところはどこかと言いま

すと，中国，インド。このようなところ

がマッシブに増えました。問題は象の鼻

の付け根で，これがどなたなのかという

ところが問題です。トランプ大統領がお

っしゃっていることは，恐らく，これは

中国，インドが台頭したためにアメリカ

の労働者が困っているのだ，だからアメ

リカ雇用を優先しなくてはいけないとい

うようにおっしゃっているように思いま

す。

しかし，よく調べると，ここで実質所

得が伸びなかったのは，実は日本とロシ

アなのです。ロシアは経済改革で成長率

が大幅に落ちる。日本も９０年代半ば以

降，失われた１０年，長期停滞で動かな

いです。プラス，アメリカの一部の労働

者です。これは国際分業のパターンが変

わることによって，うまく次の職に移れ

なかった方々がある程度，おいでになる。

しかし，基本的な理由は技術改革なので

す。ロボットでもなんでもそうですが，

人が機械に代わっていくということが基

本的な理由で，私は貿易によるものは２

割ぐらい。技術進歩によるものが８割ぐ

図表７ 世界の所得分布と増加率（１９８８～２００８年）

（資料） ブランコ・ミラノビッチ氏らの試算
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らいと思っています。しかし，そのよう

なことが国内の政治に大きな影響を与え

ているというように思っています。

後は気候変動条約からアメリカが抜け

まして，私は，アメリカはこの環境問題

について世界の孤児になってしまったと

思っていますけれども，これをどうする

かは大きな問題だと思います。それから

金融危機が起こって大変な思いをしまし

たが，次の金融危機が起こらないのかと

いわれると，私は危ないと思っています。

最後にジオポリティカルリスクの問題

がもちろん，目の前でいま北朝鮮の問題

で起こっているというように思っていま

す。長くなってすみません。以上で最初

のイントロダクションとさせていただき

たいと思います。どうもありがとうござ

いました。

【司会】 岩田先生，ありがとうございま

した。数々の２０５０年予測のご紹介，予

測に関する主な論点についてお話しいた

だきました。

続きまして，本日のパネリストの方々

からのお話をいただきます。一人目はみ

ずほ総合研究所主任研究員の岡田豊様に

「地域別人口動向から見た今後の日本の

あり方」というテーマでお話をいただき

ます。

岡田様につきましてもはじめに簡単に

略歴をお話します。岡田様は慶應義塾大

学を卒業になられまして，みずほ研究所

に入所されました。そして地域政策，地

域活性化等のテーマに研究を進められて

います。そして，現在みずほ総合研究所

でお仕事をされています。

岡田様もいろいろと著作がございまし

て，どれも私どものゼミでも使ったこと

があるのですけれども，東洋経済新報社

で出しました「日本経済の明日を読む」

というシリーズのものを毎年出しておら

れ，その中心的な執筆者でございました。

それから２０１３年には「地域活性化ビジ

ネス」という本を出されています。今日

のパネリストの方々は実は４０代５０代

６０代と，３人の世代の異なる方に来てい

ただいていますけれども，岡田様はいち

ばん若い４０代の代表として今日はお話

いただきます。また，岡田様は非常にプ

ライベートでも幅広い活動をされていま

して，モノポリーというところでは２０００

年に世界選手権でチャンピオンに輝き，

現在，日本モノポリー協会の専務理事で

おられます。それでは岡田様，よろしく

お願いします。
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地域別人口動向から見た今後の日本のあり方

ただいまご紹介に預かりました岡田と

申します。成城大学１００周年記念，経済

研究所３０周年という栄えあるイベント

に呼んでいただきまして，非常に光栄に

思っております。私の仕事は，日本全国

いろいろな地域を回るというもので，恐

らく４７都道府県はもう３周ぐらいして

いると思います。その経験を生かして，

地域から見た２０５０年という感じで私は

考えてみたいと思います。

地方というのは，日本の人口減少だと

か，高齢化を先んじて行ってきていまし

て，２０５０年の日本の世界を実は先取り

しているというところがあります。その

ような意味では，まさに地方から見て，

日本はこのままではどうなってしまうの

だろうかというところもあるし，逆に，

そんなに悲観することもないよというと

ころもあるわけです。

最初に，日本の人口動向をいろいろと

見ていきたいと思います。日本の人口は

２００８年にピークになり，２０１７年４月に

出た推計では，それ以降，ずっと減少す

ることになっています。減少のスピード

はものすごく上がってきています。たと

えていえばジェットコースターの頂点か

ら下り坂に下がっているような形で，ジ

ェットコースターは，最初は少しずつし

か下りないわけですけれども，急にスピ

ードを上げて下りていくことになります。

日本の人口減少がキツイと思われる頃は

２０５０年頃で，１億人を維持できる最後の

頃になるというように考えています。

日本の人口はいま世界で１１番目で，

人口大国です。１億３千万人ぐらいいる

というのは，世界的に見て非常に素晴ら

しいことです。さらに，経済力もありま

す。しかし，２１１５年の日本は，５千万人

を切る人口になるかもしれず，いろいろ

な国に人口を抜かれていきます。新興国

に抜かれるのはもちろんなのですが，例

えば，イギリスなどの先進国にも抜かれ

ます。イギリスは日本の国土面積の半分

しかないのですが，その国に抜かれてい

くわけです。このように日本の人口はい

ままでとかなり様子が違ってくるという

のを理解していただければと思います。

イギリスの人口が日本を上回るのは，

移民が多いからです。先進国で人口が増

えるのは，イギリス，カナダ，アメリカ

で，この３つは全部移民に頼って，人口

が増えています。一方，日本は移民に頼

っていないので，少子化の進展の影響を

岡 田 豊 氏

岡 田 豊
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大きく受けることになります。

図表８の右側のグラフは少子化がどの

ぐらい進んできたかを表しています。女

性が１５～４９歳に産む子どもの数を女性

の生まれ年別に見るとデータのとれる

１９３２年生まれの女性からずっと，２人ぐ

らいの水準を維持してきました。日本の

人口が急に増したのは，１９３２年よりず

図表８ 日本の人口動向と少子化の進展

○ 日本は，２００８年をピークに人口減少社会に突入
・２０１５年時点で日本は世界で１１番目の人口大国だが，減少スピードは徐々に加速し，２０５０年に
は１億人程度の水準に

○ 日本の人口減少の主因は長年にわたる少子化の進展
・１９６０年代生まれ以降，出生率は低下傾向。政府目標「１．８」達成は困難

【超長期のわが国の総人口】

（注）２０１６年以降が出生率中位・死亡率中位の推計。
（資料） 総務省統計局「国勢調査報告」各年版，

国立社会保障一人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成２９
年４月推計）」より，みずほ総合研究所作成

【コーホート（生まれ年）合計特殊出生率】

（注） 生まれ年別にみた日本人の年齢別出生率を１５～４９歳まで合計したもの。
（資料） 厚生労働省「人口動態統計」各年版より，みずほ総合研究所作成
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っと前に超多子化，つまり子どもを２人

どころではなくて，３人，４人，５人と

産んでいた時代があったためです。超多

子化時代に比べて１９３２年頃からの２人

というのは人口が維持できる水準です。

夫婦２人から２人生まれるわけだからで

す。しかし，６０年代からそれがずっと

下がってきています。最近は出生率は少

し上がってきていますが，前の生まれ年

の女性の水準を超えて２人産む世代はあ

りません。女性が生涯に生む子ども数を

反転，上昇させ２人に達しなければ日本

人だけで人口が増加するというのは難し

いです。

次に地域別に人口を見ると，みなさん

もご存知のように，東京圏に一極集中し

ています。人口が減少している地域のう

ち，いちばんキツイのは秋田県です。秋

田県というのは５年間で，大体６％ぐら

い減少しており，この勢いが続きますと，

今世紀中にもいわゆる消滅してしまうか

もしれません。

一方で，東京圏の人口はものすごく増

えています。このようになったのは，９０

年代後半以降のことです。それを見てわ

かるのは，図表９の右側の転入超過の推

移です。転入超過を見てみますと，東京

圏は３回山があります。１９６０年代，８０

年代，次に９５年以降になります。

１９６０年代というのは高度成長期に３

大都市圏全部で人口が増えた時期です。

一方，８０年代というのは，いわゆるバ

ブル経済期で，この頃，東京一極集中が

とても言われた時期です。一方，９０年

代後半以降も東京圏だけが増えています。

２０１１年の東日本大震災で一時的に転入

超過数が減少したのですが，その後は増

加しています。注目すべきなのは，大阪

圏や名古屋圏の転入超過数が増えていな

いということです。大阪圏はほとんど転

入超過がマイナス，つまり出ていく人が

多いということです。名古屋圏もプラス

はあまりない状況です。

また，同じ経済圏内でも二極化がかな

り進んでいます。先ほど，都道府県別に

見た場合は東京圏の一極集中だったので

すが，東京圏内でも，都心に一極集中し

ているわけですし，また，東北で言えば

宮城県の仙台市に一極集中し，北海道で

言えば札幌市に一極集中しています。

（図表１０）。

私は「職住遊」近接という言葉をよく

言っているのですが，この傾向は当面変

わらないと思います。この結果，前回の

参議院選挙ぐらいからですが，３大都市

圏の投票者数は全投票者の半分以上を占

めるようになりました。また，次回の衆

議院選挙では，人口に合わせた小選挙区

の区割り見直し等により，３大都市圏の

議員数は全議員数の半分を超えることに

なるでしょう。つまり３大都市圏の投票

者の意見がより強く反映されるというこ

とになります。

これまで，どちらかと言えば都市より

地方を優先する政策が多かったと思いま

すが，今後は変わるかもしれません。明

日，東京都都議会選挙があり，今後の小

池知事の動向がかなり注目されています

が，東京都選出の国会議員だけでも，全

国会議員の１割ぐらいいるわけで，この

人たちがキャスティングボードを握る時

代が来るかもしれません。

このような人口移動は，高学歴化が進

む若い女性が主因になっているようです
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図表９ 地域別人口では東京圏一極集中が強まる

○ 地域人口の動向は１９９０年代後半以降，二極化。東京圏（東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県）
一極集中が鮮明に

・人口減少県では減少スピードが拡大。宮城県，広島県，石川県等，地域経済の中心的な県でも
人口減少に突入

・大阪府が２０１０～２０１５年に戦後初の減少
・日本人では三大都市圏で東京圏のみ大幅な転入超過に

【都道府県別人口増加率の変化】

（資料） 総務省統計局「国勢調査報告」各年版より，みずほ総合研究所作成

【三大都市圏の転入超過の推移（日本人）】

（注） 東京圏：埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県
名古屋圏：愛知県，岐阜県，三重県
大阪圏：京都府，大阪府，兵庫県，奈良県

（資料） 総務省「住民基本台帳人口移動報告」各年版より，みずほ総合研究所作成
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（図表１１）。前に東京圏の一極集中は３

回目だと言いましたが，３回目だけが女

性が集まる動向になっています。この背

景には，大学進学率があります。大学進

学率の男女格差がかなり縮まってきてい

るからです。

みなさんもご存知のように，大学卒業

は就職にかなり直結しています。以前は，

女性に短大卒が多く，短大卒では地元に

帰られる方が非常に多かった。いま人出

不足ですから大卒で就職するのはとても

簡単です。女性において東京圏の大学に

進学して，東京圏で就職し，地元に帰る

人が結構減っているのです。それが非常

によくわかるのが右側のグラフです。

これは，名古屋圏の男女別の年齢別転

入超過数です。男性と女性で全く違いま

す。名古屋圏は男性が集まるが，女性は

集まらない社会と，日本人についてはい

えます。名古屋圏の景気は日本一いいか

もしれない。トヨタさんを始めに，製造

業は日本一集中しているのは間違いあり

ません。しかし，女性には敬遠されてい

ます。名古屋圏の人口は増えていますが，

この多くは外国人と考えてよろしいので

はないでしょうか。

反対に東京圏や大阪圏は，女性のほう

が集まるようになっています（図表１２）。

サービス業が盛んで，高学歴の女性の求

める仕事があるからです。

ただし，大阪圏は２０代後半から３０代

になって一気に減っている。つまり，転

職時に大阪圏を出ていく人が結構いるの

です。いま人手不足が進んでいて，３大

都市圏の中では東京圏の引力がとても強

くなっています。一旦，大阪圏で就職さ

図表１０ 同じ経済圏内での二極化の進展

○ 域内の大都市への人口集中や都心回帰の進展が二極化を加速
・三大都市圏内では都心部で人口増加が目立つ
・非三大都市圏内でも、経済圏の中心都市の人口増加が目立つ
・一方で，大都市圏でも郊外部で空家が増加するなど，いわゆる「スポンジ化」が進む

【特別区・政令指定都市内区別の人口増加率（２０１０～２０１５年）ランキング】

順位 区名 人口増加率（％） 順位 区名 人口増加率（％）

１ 東京都千代田区 ２４．０ １１ 東京都江東区 ８．１

２ 東京都港区 １８．６ １２ 福岡市中央区 ８．０

３ 大阪市中央区 １８．３ １３ 札幌市中央区 ７．９

４ 東京都中央区 １５．０ １４ 大阪市福島区 ７．７

５ 大阪市浪速区 １３．０ １５ 福岡市博多区 ７．５

６ 東京都台東区 １２．６ １６ 福岡市西区 ７．０

７ 大阪市北区 １２．０ １７ 神戸市中央区 ６．９

８ 大阪市西区 １１．３ １８ さいたま市浦和区 ６．７

９ 東京都渋谷区 ９．８ １９ 名古屋市東区 ６．６

１０ 大阪市天王寺区 ８．５ ２０ 仙台市青葉区 ６．４

（資料） 総務省統計局「国勢調査報告」（２０１５年版）より，みずほ総合研究所作成
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図表１１ 地方の人口減少の要因の一つは高学歴化が進む若い女性の流出

○ 地域別人口の二極化の主因は人口移動
・少子化対策充実で出生率を上げても，生まれた子どもは進学時や就職時に地方を離れる
・特に，９０年代後半から女性の高学歴化が進み，進学・就職で地方を離れる（地方に帰らない）
若い女性が増加

・若い女性の流出は，地域の将来を担う子どもの減少に直結
○ 若い女性の流出による人口減少は，これまで地域振興策の主流であった製造業主体のまちづ
くりに暗雲

・名古屋圏（愛知県，岐阜県，三重県）でさえ高学歴化が進む若い女性の流出に歯止めがかかり
にくいのが現状

【男女別大学進学率の推移】

（資料） 文部科学省「学校基本調査」各年版より，みずほ総合研究所作成

【日本人における男女別・年齢別転入超過数（名古屋圏，２０１６年）】

（資料） 総務省「住民基本台帳人口移動報告」（２０１６年）より，みずほ総合研究所作成

（％）
６０

５０

４０

３０

２０

１０

０

男性

女性

進学率の男女差は１／４に縮小

１９５４ ６０ ６５ ７０ ７５ ８０ ８５ ９０ ９５２００００５ １０ １５（年）

（人）

２，５００

２，０００

１，５００

１，０００

５００

０

▲５００

▲１，０００

男性

０～
４
５～
９

１０
～１
４

１５
～１
９

２０
～２
４

２５
～２
９

３０
～３
４

３５
～３
９

４０
～４
４

４５
～４
９

５０
～５
４

５５
～５
９

６０
～６
４

６５
～６
９

７０
～７
４

７５
～７
９

８０
～８
４

８５
～８
９
９０
～

（歳）
女性

経済研究所年報・第３１号（２０１８）

― ―１１８



図表１２ 大都市圏である大阪圏でも２０歳代から３０歳代にかけて転出超過が目立つ

○ 東京圏では若い女性が大幅な転入超過
・特に２０歳代と３０歳代の女性は約５万人の転入超過。全国から進学時に東京圏に転入して就職
時に地元に帰らなくなったうえ，全国から就職・転職を契機に大幅流入

○ 大阪圏では２０歳代から３０歳代にかけて大きく転出超過
・転出先の多くは東京圏。就職，転職市場における人材獲得競争では大阪圏は東京圏に劣る
・特に女性は進学に加え，サービス業を中心とした就職もあって，１０歳代後半から２０歳代前半
まで転入超過となっているものの，２０歳代後半からは転職に加え結婚を契機に転出が目立つ
ようになる

【日本人における男女別・年齢別転入超過数（東京圏，２０１６年）】

（資料） 総務省「住民基本台帳人口移動報告」（２０１６年）より，みずほ総合研究所作成

【日本人における男女別・年齢別転入超過数（大阪圏，２０１６年）】

（資料） 総務省「住民基本台帳人口移動報告」（２０１６年）より，みずほ総合研究所作成
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れても，その後，さらに東京圏を選ぶ人

が少なくないのです。これは全国的に進

んでいて，例えば，北海道では一旦，札

幌市で就職し，その後，２０代の後半か

ら３０代になって東京圏に出ていくとい

う方が少なくないのです。

この背景としては，私は給料格差があ

ると見ています。３大都市圏と地方圏と

の生産性の格差が出ていまして，平均生

で言えば，倍近くになっています。（図

図表１３ 地方圏の労働生産性は低い

○ ほぼ全ての業種において地方圏の生産性は低い。特に就業者比率の高い製造，卸売・小売，
医療・福祉の生産性の差が三大都市圏と地方圏の生産性の差に影響

○ 農林漁業や宿泊・飲食では，三大都市圏も地方圏も生産性が低く，産業全体として課題を抱
えている可能性が高い

【２０１２年の就業者構成比と１人当たり生産額（三大都市圏）】

【２０１２年の就業者構成比と１人当たり生産額（地方圏）】
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電気・ガス・水道

平均生産性
７０６万円

１，８００

１，６００

１，４００

１，２００

１，０００

８００

６００

４００

２００

０

金融・保険

鉱業

医療・福祉
５２１万円
（９％）

不動産情報通信
学術研究

農林漁業 生活関連
サービス運輸・郵便 複合サービス

その他
サービス

教育

製造
６８５万円
（２０％）

宿泊
飲食卸売・小売

５４７万円
（１９％）

建
設

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ ９０ １００（％）

（注） 三大都市圏は，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，岐阜県，
愛知県，三重県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県。

（資料） 総務省「経済センサス活動調査」（２０１２年）より，みずほ
総合研究所作成

（万円）

平均生産性
４３３万円

１，８００

１，６００

１，４００

１，２００

１，０００

８００

６００

４００

２００

０

電気・ガス・水道

医療・福祉
３９９万円
（１３％）

金融・保険 不動産農林漁業

学術研究
情報通信 生活関連

サービス
鉱業 複合サービス

運輸・郵便 教育宿泊
飲食

その他
サービス製造

４７５万円
（１８％）

卸売・小売
３７０万円
（２１％）

建設

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ ９０ １００（％）

（注） 地方圏は三大都市圏以外の道県。
（資料） 総務省「経済センサス活動調査」（２０１２年）より，み

ずほ総合研究所作成
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表１３）また，差が大きいのが，女性に

人気の医療福祉です。つまり，大都市部

で医療福祉従事したほうが給料が高い。

一方，これで見てわかるのは，宿泊飲

食が大都市圏も地方圏も非常に低いこと

です。この図表の横幅は従事者の割合で

すから，宿泊飲食業で働く人も多いわけ

ですが，この分野において大都市圏でも

地方圏でも給料が安いということは産業

全体としての問題点を抱えています。

図表１４ 大都市圏内でも労働生産性の格差がある

○ 多くの業種において大阪圏の生産性は東京圏より低い
○ 特に若い女性の就職先として人気が高い卸売・小売，医療・福祉の生産性で差がついている
○ 三大都市圏といえども世界的にみれば生産性はそれほど高くなく，将来的には外国への転出
増加の可能性も（例：大阪府と愛知県はデンマークと同程度の経済規模であるが，デンマー
クよりも人口は多い）

【２０１２年の就業者構成比と１人当たり生産額（東京圏）】

【２０１２年の就業者構成比と１人当たり生産額（大阪圏）】

（万円）
電気・ガス・水道

東京圏
平均生産性
８１７万円

２，４００

２，２００

２，０００

１，８００

１，６００

１，４００

１，２００

１，０００

８００

６００

４００

２００

０

鉱業 金融・保険

不動産

医療・福祉
５２１万円
（９％）

学術研究情報通信

農林漁業
生活関連
サービス 複合サービス

その他
サービス

運輸・郵便 教育
宿泊
飲食製造

７６７万円
（１８％）

卸売・小売
５９９万円
（１８％）

建
設

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ ９０ １００（％）

（注） 東京圏は，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県。
（資料） 総務省「経済センサス活動調査」（２０１２年）より，みずほ

総合研究所作成

（万円）
大阪圏
平均生産性
５２５万円

２，４００

２，２００

２，０００

１，８００

１，６００

１，４００

１，２００

１，０００

８００

６００

４００

２００

０

医療・福祉
３７５万円
（１１％）

金融・保険

電気・ガス・水道 不動産
農林漁業 学術研究

情報通信 生活関連
サービス

鉱業 複合サービス

運輸・郵便 教育 その他
サービス

宿泊
飲食製造

６５２万円
（２２％）

卸売・小売
５０８万円
（２０％）

建
設

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ ９０ １００（％）

（注） 大阪圏は，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県。
（資料） 総務省「経済センサス活動調査」（２０１２年）より，み

ずほ総合研究所作成
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いま訪日外国人を増やすため，宿泊飲

食業を盛んにしようと政府は考えていま

すが，宿泊飲食業は生産性に問題点を抱

えているわけです。産業全体が変わって

いかなくては，従事する人も減っていく

可能性も高いでしょう。例えば，２０２０

年東京オリンピック・パラリンピックに

向けて，ホテルはなかなか増やせられな

い状況ですよね。人を簡単に雇えないで

すからです。また，地方圏はもっと厳し

く，例えば，北海道新幹線が去年延伸し

た函館では，観光客がたくさんいますが，

人手不足から宿泊するところが足りない

のです。

また，生産性は大都市圏内でも差がつ

いています。東京圏と大阪圏は大きな差

がついています（図表１４）。こうした差

は，人の移動に大きな影響を与えていま

す。これまで政府は様々な形で産業振興

をしていますが，地方圏の人口減少に歯

止めがかかりません。例えば，基幹産業

がそれなりにしっかりしている釜石市や

小樽市を例に見ると，当地で生まれた人

は３０代には半分ぐらいしか残っていま

せん（図表１５）。

政府が考える東京一極集中是正による

図表１５ 政府の唱える基盤産業の振興は人口減少対策に限界

○ 政府は域外から「稼ぐ力」をもつ基盤産業の振興を訴えるが，人口減少対策としては不十分
・若者，特に高学歴化が進む若い女性のニーズと，基盤産業の労働の「中身」のミスマッチが大
きな課題

・（事例①）釜石市では，世界的シェアを誇る部品メーカーなどの「はん用機械器具製造業」が
「稼ぐ力」のある産業とされているが，２４時間三交代制かつグローバルな水準に抑えられた賃
金などから，若者の流出が止まらない

・（事例②）小樽市では，全国的知名度を誇る観光業があるが，国内の観光業は他の産業に比べ
て総じて生産性が比較的低い産業として知られており，若者の流出が止まらない

【釜石市，小樽市における人口動向（各世代の０～４歳時人口＝１００％）】

【釜石市】
【男件】 （単位：％）

【小樽市】
【男件】 （単位：％）

５～
９歳

１０～
１４歳

１５～
１９歳

２０～
２４歳

２５～
２９歳

３０～
３４歳

５～
９歳

１０～
１４歳

１５～
１９歳

２０～
２４歳

２５～
２９歳

３０～
３４歳

１９７６～８０年生まれ ８８．８ ７７．７ ５４．４ ３２．０ ３８．１ ３８．８ １９７６～８０年生まれ ９８．３ ９７．３ ９７．５ ７８．７ ６０．７ ５５．２

１９８１～８５年生まれ ８８．２ ８２．４ ６１．０ ３４．２ ４２．３ １９８１～８５年生まれ ９８．４１００．０１０１．４ ８６．６ ５９．９

１９８６～９０年生まれ ９５．８ ９１．９ ６５．７ ３９．１ １９８６～９０年生まれ １０２．９１０２．９１０６．２ ８５．１

１９９１～９５年生まれ ９８．２ ９１．２ ６８．６ １９９１～９５年生まれ １０３．６１０２．０１０６．８

【女性】 【女性】

５～
９歳

１０～
１４歳

１５～
１９歳

２０～
２４歳

２５～
２９歳

３０～
３４歳

５～
９歳

１０～
１４歳

１５～
１９歳

２０～
２４歳

２５～
２９歳

３０～
３４歳

１９７６～８０年生まれ ９３．３ ８０．３ ５６．１ ３７．７ ４２．６ ４０．１ １９７６～８０年生まれ ９８．３ ９６．９１０２．７ ８８．２ ６８．７ ６０．６

１９８１～８５年生まれ ８７．７ ８２．３ ５９．７ ３９．２ ４２．１ １９８１～８５年生まれ ９９．１１００．６１０５．０ ９２．５ ６６．７

１９８６～９０年生まれ ９６．７ ８９．５ ６５．３ ４４．０ １９８６～９０年生まれ １０５．０１０６．２１０９．０ ９４．１

１９９１～９５年生まれ ９２．３ ８７．６ ６６．９ １９９１～９５年生まれ １０３．３１０１．９１０３．８

（資料） 総務省統計局「国勢調査報告」各年版より，みずほ総合研究所作成
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人口増加というシナリオは，私はもう難

しいと見ています。なぜなら，地方でも

人が集まるのは基本的に大都市というこ

とになっているからです。大都市の出生

率はおしなべて低い。政府が期待する希

望出生率である１．８にはどの都市も達し

ていません（図表１６）。出生率を上げる

には，田舎に人口が集まらなければなり

ませんが，田舎にはあまり仕事がありま

せん。

なお，出生率を将来的に上げるには，

私は２０代に頑張ってもらうしかないと

思います。諸外国のフランス，スウェー

デンの事例を見ていただくとわかるので

すが，２０代から出生率が高いです（図

表１７）。２０代から高いというのは，大学

への入り方もだいぶ違います。大学に入

る年齢もかなり高い。また大学に入らな

い人もかなり多い。大学全入時代の日本

では出生率を上げていくのは難しいので

はないでしょうか。

ここで，改革の時期を考えてみます。

この図表１８は今後の毎年の生産年齢人

口と老年人口を見たものですが，２０２０

年代に生産年齢人口の減少数が減り，か

つ老年人口の増加数が減っています。つ

まり，団塊ジュニアの世代が高齢期に入

る直前に，何らかの形で改革を進めてい

かないといけないのではないでしょうか。

では，どのような改革があり得るので

しょうか。私は，高齢者に支える方に回

ってもらうことを考えています。例えば，

図表１６ 東京圏一極集中是正による日本の人口増加という政府シナリオの疑問

○ 政府主張：出生率の低い東京圏に若い女性が集まらないようにすることは日本の人口増加の
ために極めて重要

・都道府県別の合計特殊出生率をみると，多くの都道府県で東京圏との差は縮小
・地方創生で「人口のダム機能」（周辺から若者が集まってくる県庁所在地などが，東京圏への
人口流出をせき止めること）が期待される県庁所在地は，政府目標値に遠く及ばない低出生率
に悩んでいる

・東京圏や県庁所在地の低出生率要因としては，出生率が低い女性（例：大卒で仕事志向が強
い）が多いことが考えられ，都市部での大卒女性の出産・育児と仕事の両立支援が重要

【県庁所在地の合計特殊出生率】

（資料） 厚生労働省「平成２０～２４年人口動態保健所・市区町村別統計」より，みずほ総合研究所作成

（合計特殊出生率）

２．０

１．８

１．６

１．４

１．２

１．０

０．８

政府目標の合計特殊出生率１．８

２０１６年の合計特殊出生率１．４４

札青盛仙秋山福水宇前さ千東横新富金福甲長岐静名津大京大神奈和鳥松岡広山徳高松高福佐長熊大宮鹿那
幌森岡台田形島戸都橋い葉京浜潟山沢井府野阜岡古市津都阪戸良歌取江山島口島松山知岡賀崎本分崎児覇
市市市市市市市市宮市た市都市市市市市市市市市屋 市市市市市山市市市市市市市市市市市市市市市島市

市 ま 区 市 市 市
市 部
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図表１７ 出生率上昇には２０歳代対策も必要

○ 諸外国との比較などから，出生率上昇には２０歳代の高い出生率が必要
・高出生率で知られるフランス，スウェーデンは２０歳代の出生率も高い
・政府目標の合計特殊出生率１．８を実現していた最後の世代である１９８１年生まれも２０歳代の出
生率が高い

○ 大学進学，就職における多様な選択肢が必要
・高卒後すぐに大学に進学し，大卒後すぐに就職するライフコースでは，結婚・出産の優先順位
が低くなり，２０歳代の出生率を高めるのが難しい

【諸外国の年齢別出生率】

（注）１，０００人あたりの出生数。
（資料） 国立社会保障一人口問題研究所「人口統計資料集２０１６年版」より，

みずほ総合研究所作成

【コーホート累積出生率（１９６１年生まれと１９８４年生まれ）】

（資料） 厚生労働省「平成２８年度人口動態統計の年間推計」，国立社会保障・
人口問題研究所「人口統計資料集２０１６年版」により，みずほ総合研究
所作成

（人）
１４０

１２０

１００

８０

６０

４０

２０

０

フランス

スウェーデン

日本

ドイツ

イタリア

韓国

フランス

スウェーデン

日本

１９～ ２０～２４ ２５～２９ ３０～３４ ３５～３９ ４０～４４ ４５～
（歳）

（累積出生率）
２．０

１．８

１．６

１．４

１．２

１．０

０．８

０．６

０．４

０．２

０．０

１９６１年生まれ

１９８４年生まれ

１５ ２０ ３０ ４０ ４９
（歳）
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図表１８ 年齢別人口からみると，２０２０年代は改革のチャンスか

○２０２０年代は２０１０年代後半に比べて，年齢別人口において変化がやや緩慢
・生産年齢（１５～６４歳）人口の減少幅も老年（６５歳以上）人口の増加幅も２０２０年代に共に縮小
・団塊ジュニア世代（１９７１～７４年生まれ）が老年人口入りする２０３０年代後半までが猶予期間。
この間に長期的な人口減少，少子高齢化への対応を進める必要がある

【年齢３区分別人口増加数の推移（対前年比）】

（注） 出生率中位・死亡率中位の推計。
（資料） 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成２９年４月推

計）」より，みずほ総合研究所作成

図表１９ 比較的元気な高齢者に「支える」側に回ってもらうなら

○ 前期高齢者（６５～７４歳）に「支えられる側」から「支える側」になってもらう場合
・従属人口指数（１００人の生産年齢人口で支える年少（１４歳まで）人口と老年人口の合計数）が
低いほど，労働者に対する負担が小さい

・前期高齢者を生産年齢人口に組み込むと，今後の従属人口指数の上昇が緩やかになる

【従属人口指数の推移】

（注）２０１６年以降は出生率中位・死亡率中位の推計。
（資料） 総務省統計局「国勢調査報告」各年版，国立社会保障・人口問題研究所「日本の

将来推計人口（平成２９年４月推計）」より，みずほ総合研究所作成

（万人）
１００

８０

６０

４０

２０

０

▲２０

▲４０

▲６０

▲８０

▲１００

▲１２０

老年人口

年少人口

生産年齢人口

総人口

２０１６ １９ ２２ ２５ ２８ ３１ ３４ ３７ ４０ ４３ ４６ ４９

（年）

（従属人口指数）
生産年齢人口が１５～６４歳の場合

１００

８０

６０

４０

２０

０

生産年齢人口が１５～７４歳の場合

１９２０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ ９０ ２０００ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０
（年）
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この図表１９を見てわかると思うのです

が，６５歳から７４歳の前期高齢者に，生

産年齢人口に回ってもらうことです。

次は，地方政策のあり方です。地方圏

は今後人口減少が進んでいます。図表

２０は，都道府県別に見て，左下が厳し

く人口が減少して，右上が比較的緩やか

に減少します。左下にあればあるほど，

すぐに対策を打たなくてはいけないでし

ょう。（図表２１）。

生産性を上げるためには，２０５０年で

すから，AI 等も考えられるのですが，

いちばんわかりやすいのは人口密度を高

めていくことです。先ほど，医療介護の

話をしましたが，医療介護で生産性に差

がついている背景としては，人口密度の

差が大きいでしょう。人口密度を高める

ために，人口を集約していくのが必要に

なってきます。集約すべき地域をどうや

って選らんでいくのか，これからすぐに

考えていかねばなりません。

最後になりました。いままでのことを

まとめますと，いまは人口減少でいろい

ろな変化が起こっており，そうした中で，

図表２０ 年齢３区分人口の動向で見た地域の今後

○ 地域政策では画一性よりも選択と集中が必要
・「生産年齢人口の小幅減少と老年人口の大幅増加」「生産年齢人口の大幅減少と老年人口の小幅
増加」「生産年齢人口の大幅減少と老年人口が小幅減少」「生産年齢人口と老年人口が共に大幅
減少」の順に人口減少が加速

・人口減少に対し「いますぐ抜本策が必要な地域」，「中期的な対策が将来を左右する地域」，「長
期的な備えが必要な地域」に分けることができる

【都道府県別に見た２０４０年の生産年齢人口，老年人口（２０１５年比）】

（注）２０２５年は出生率中位・死亡率中位の推計。
（資料） 総務省統計局「国勢調査報告」２０１５年版，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口

（平成２９年４月推計）」より，みずほ総合研究所作成

５５ ６０ ６５ ７０ ７５ ８０ ８５ ９０

（老年人口：％）

１５５

１５０

１４５

１４０

１３５

１３０

１２５

１２０

１１５

１１０

１０５

１００

９５

９０

８５

沖縄県

東京都
神奈川県

千葉県

滋賀県
愛知県茨城県

埼玉県
奈良県・福井県 宮城県

静岡県 福岡県 全国
長野県・鹿児島県・香川県 大阪市栃木県

兵庫県
北海道 京都府山梨県 広島県

石川県福島県
三重県新潟県

鳥取県
長崎県
徳島県 岡山県青森県

岩手県 愛媛県・石川県 大分県
佐賀県
岐阜県
熊本県

宮崎県

和歌山県秋田県
群馬県山形県 山口県島根県高知県

（生産年齢人口：％）
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図表２１ 人口密度を高めてサービス業の発展を促進

○ いまなお世界的な人口大国であるという「メリット」を生かすために，人口集積を高め，第
三次産業を振興すべき

・人口密度の高いエリア（都心）を設定し，移住を促進することで，都心居住者向けのサービス
業の成長に期待

・高齢者の都心居住で，医療・介護関連の行政サービスの効率化及びシニアビジネスの発展を促
進

・若者の都心居住で，通勤時間減少によるワークライフバランスの改善に期待
・大都市では，「職住遊」近接を進めることで，２４時間都市化などを利用した新ビジネス展開に
期待

・人口減少が厳しい都市では活性化策依存ではなく，人口減少を前提に企業の力を活用した行政
改革を推進する一方，大都市への移住促進など「まちのターミナルケア」も重要

【都道府県別に見た２０４０年の生産年齢人口，老年人口（２０１５年比）】

（資料） 総務省統計局「国勢調査報告」各年版より，みずほ総合研究所作成

図表２２ 今後の地方政策のあり方～人口減少下でも持続可能な地域経営を目指せ

○ 人口減少下でも持続可能な地域を目指すべき

○ 従来型の地域政策では人口面で劇的な効果は期待できない

○「いつ」「どこで」「どんな」対策を打つ必要があるか、人口動向をにらんで検討すべき

○ 人口減少時代は一人当たりの労働生産性を高める必要がある

○ 地方は人口数よりも人口密度を重視すべき

○ 地方は企業の力や新しいテクノロジーを積極的に活用すべき

（１９７０年＝１００）

２４０

２２０

２００

１８０

１６０

１４０

１２０

１００

８０

東京都中央区

東京都千代田区 大阪市中央区

東京都港区

大阪市北区

１９７５ ８０ ８５ ９０ ９５ ２０００ ５ １０ １５
（年）
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なんとか持続可能な地域を目指していか

なくてはなりません。様々な改革のタイ

ミングは２０２０年代ですが，それは日本

全体のことであって，地域別に見た場合

にはもっと早く手を打たなければいけな

い地域もあります。特に，地方は大都市

よりも先んじて新しいテクノロジーをど

んどんと入れていかないと生き残れない

と私は思います（図表２２）。少し長くな

りました。ありがとうございました。失

礼いたします。

【司会】 岡田様，どうもありがとうござ

いました。いまお話がありましたように，

２０５０年となりますと，人口の問題のほ

かに，情報技術革新がどうなるかといっ

たことが非常に重要なポイントかと思い

ます。

続きまして，NTT データ経営研究所

会長の山本様に「IoT でつながる世界経

済，日本企業～業種を超えた競争・協調

の時代へ～」というテーマでお話をいた

だきます。

山本様のご経歴を簡単にご紹介いたし

ます。１９７６年東京大学教養学部教養学

科をご卒業になりまして，日本銀行に入

行されました。日本銀行では金融市場局

長，そしてニューヨークでの米州統括役，

金融機構局長などを歴任された後，２００８

年からは日本銀行の理事も歴任されてい

ます。２０１２年より，現職の，NTT デー

タ経営研究所の会長を務められています。

ご専門の分野は金融機関，金融システム，

決済，業務継続などです。山本様の非常

にクリアな考え方につきましては，コラ

ム，オピニオンでいろいろと情報発信さ

れていますので，NTT データのサイト

を見ていただければ，非常に参考になる

かと思います。それでは山本様，よろし

くお願いします。

IoT でつながる世界経済，日本企業
～業種を超えた競争・協調の時代へ～

はい。山本です。いまご紹介に預かり

ました。先ほどの内田先生のご紹介に照

らし合わせますと，何やら６０歳以上代

表ということで，そのつもりで少しお話

をさせていただきます（笑）。

表題は「IoT でつながる世界経済，日

本企業」としました。今日の全体テーマ

は，「２０５０年の世界に向けて日本は何を

すべきか」です。制度の設計や人口問題

は比較的先行きを読みやすく，予測する

ことに大きな意味があります。けれども，

山 本 謙 三 氏

山 本 謙 三
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産業や技術ということになると，２０５０

年までを見通すのは大変難しいし，はっ

きり言うと，恐らく無駄じゃないかと思

います（図表２３）。と言いますのも，２０５０

年はいまから３３年後となります。では，

今から３３年前はどうだったでしょうか。

３３年前は，１９８４年ですが，その時点で

は実はインターネットもまだ商用に供し

ていません。軍事技術にとどまっていた。

ところが，そのインターネットこそが現

在の経済に決定的にインパクトをもたら

している。先ほど岩田先生がおっしゃっ

たように，コミュニケーションのコスト

が急激に下がったことで，世界経済の構

造を大きく変えた。しかし，３３年前，

これを予測することはほとんどできなか

ったはずです。ことほどさように３３年

後のことを予想するのは難しい。先ほど，

エコノミスト誌の「２０５０年の技術」と

題する本の話がありました。あれを読む

と，例えば，２０５０年には眼球に AR––

Augmented Reality–– が組み込まれると

いった話があります。これは恐らく実現

するでしょう。眼球か，ほかの形態にな

るかは分かりませんが，なんらかのかた

ちでその機能は実現する。いまわれわれ

が思いつくことは大抵実現すると思って

いて間違いないでしょう。だが経済構造

を根本から変える技術や産業はそこでは

ない。恐らくは，いまわれわれが実現す

ると信じていない技術的な変化こそ

が，２０５０年の経済構造を形づくること

になる。

では，それはどのようなものか。恐ら

くいまみなが技術的，制度的な制約と感

じていることが，将来，制約でなくなる

ような変化です。例えば，レイ・カーツ

ワイルが言うように，人間がいつまでも

生きられるようになるとすればどうでし

ょう。人の寿命はいま，細胞分裂の限界

の１２０歳までと言われています。その限

界が打ち破られ，１２０年を超えてくると

すればどうでしょう。あるいは，食糧や

水，エネルギーの制約がなくなればどう

でしょう。いつかは分かりませんが，あ

りえなくはない。仮にそうなったとする

と，経済構造は劇的に変化するはずです。

経済学的に言うと，生産関数のなかの労

働と資本の制約がなくなるということで

す。ただ，これを議論しても，ほとんど

SF の世界になってしまう。そこで，今

日は足元で起こっている世界の流れの変

図表２３ はじめに

� ２０５０年の日本経済，世界経済は？
―― ２０５０年の経済を見通すのはたいへん難しいし，おそらく「無駄」？
―― ３３年前（１９８４年），インターネットはまだ商用に供されていなかった！

� 経済構造の根本的な変化は，経済活動への技術的，制度的な「制約」が取り払わ
れた時に起こる。

� ２０５０年までに取り払われうる「制約」とは？
―― たとえば，以下のことが起これば，決定的な変化がもたらされるが……

・ヒトの寿命が１２０歳を超える……
・資源（食糧，水，エネルギー）の制約がなくなる……
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化を踏まえて，これから何が起こり，ど

うしていくことが大切かを議論させてい

ただきたいと思います。

割り切った言い方をすると，７０年代

まではモノの国際的な移動が活発になっ

た時代。８０年代からはカネの国際的な

移動の時代。そして００年代以降は情報

の国際的な移動の時代です。グローバル

・バリュー・チェーンと呼ばれる産業構

造の変化も，情報がほとんどコストなし

に国際的に移動できるようになったこと

に伴い起こってきた変化です（図表２４）。

００年代にインターネットが普及し，２０１０

年代はさらに一段進歩し，Internet of

Things (IoT) ――すべてのものがネット

を通じてつながること――によって企業

や産業の構造が大きく変わりつつありま

す。

グローバル・バリュー・チェーンを端

的に示すものとして，OECD は図表２５

右側の iPhone の例を提示しています。

iPhone はどこで作られた製品というべ

きでしょうか。iPhone は，ご存知のと

おり Apple 社が作っています。Apple は

アメリカの企業です。しかし，ご覧いた

だけるように，その部品は韓国，アメリ

カ，ドイツ，日本，フランス，台湾と，

世界各地で作られている。それを集めて，

加工して組み立てているのが，台湾の企

業である鴻海――あのシャープを買った

企業ですね――であり，しかも鴻海は中

国国内でこれを組み立てています。アメ

リカの企業が設計したものを，世界各地

から部品を集めて，台湾の企業が委託を

受け，中国国内で組み立てている。しか

も，――ここには書いてありませんが，

――iPhone の上に乗っかっているアプ

リは，さらに多くの国や企業が作ってい

る。もはや「メイド・イン・どこどこ」

という時代は終わりました。あえて言え

ば「メイド・イン・ザ・ワールド」とし

か言いようのない時代が到来している。

それがグローバル・バリュー・チェーン

の時代です。

では，なぜこのようなことが起こった

のか。先ほど岩田先生がおっしゃったよ

うに，コミュニケーションのコストやあ

り方が劇的に変化したからです。私は

図表２４ 戦後の世界経済の俯瞰

世界経済の潮流

貿易取引の時代：モノの国際間移動～７０年代

資本取引の時代：資金の国際間移動８０年～

グローバル・バリュー・チェーンの時代：情報の国際間移動００年代～

インターネットの進化，普及００年代

IoT（Internet of Things：すべてのものがネットを通じてつながる）１０年代
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１９８０年代の半ばにニューヨークに駐在

していましたが，当時の東京とニューヨ

ークの間の国際電話は，１分５００円を超

えていました。いまはスカイプを使えば

ゼロです。５００円がゼロになれば，それ

はもう経済構造を劇的に変えてしまう。

世界のどこに，高品質かつ低コストで生

産能力を持つ企業があるかを簡単に見つ

けられるようになった。サーチ・コスト

の低下です。さらに，画像や音声を，鮮

明に送ることができるようになった。こ

の結果，工場や本部が遠く離れた場所に

あっても，部品の仕様の調整を簡単にで

きるようになった。調整コストの低下で

す。これらの変化を踏まえて，生産プロ

セスの海外移転がどんどんと進むように

なった。良質な部品を作れる企業をどこ

かに見つければ，海外であってもどんど

んと切り出す。そうやってオフショア化，

アウトソース化が進んできました。生産

拠点のグローバル分散が進み，グローバ

ル・バリュー・チェーンの形成が促され

たわけです（図表２６）。

細かい文章で恐縮ですが，OECD は

図表２５ グローバル・バリュー・チェーンの形成

出典：OECD “Interconnected Economies: Benefiting From Global Value Chains”

図表２６ インターネットの進化がもたらしたこと

インターネットが変える経済構造

� 世界のどこに高品質，低コストの生産能力をもつ企業があるかを，容易に見つけ
られるようになった（サーチ・コストの低下）

� 工場や本部が遠距離にあっても，部品の仕様の調整を短時間で齟齬なく行えるよ
うになった（調整コストの低下）

� 生産プロセスの海外移転（オフショア化），外部への切り出し（アウトソース化）
� 生産拠点のグローバル分散
� グローバル・バリュー・チェーンの構築

グローバル・バリュー・チェーン（“Made in X 国”から“Made in the World”へ）

Ｔシャツの例 iPhone の例

・フラツシュメモリ（韓国）
・アプリケーション・プロセッサ
（韓国）

・ベースパンド，受信機
（ドイツ）
・メモリ（アメリカ）

・WlFl/BT, GPS（アメリカ）

④ニューヨーク
②上海①テキサス ・メイン電源管理デバイス

（ドイツ）
③ワシントン

DC ・ディスプレイ（日本，韓国）
・タッチスクリーン（アメリカ，
台湾）

・タッチスクリーンコントロー
ラー，オーディオコーデック
（アメリカ）
・電子コンパス（日本）
・加速度計，ジャイロスコープ
（フランス）

⑤タンザニア

・バツテリー
（韓国）
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次のように言っています。

重要なのは４番目（図表２７）。企業活

動の成否は「輸入能力」，すなわち低コ

スト，高品質の中間財を最適な場所から

仕入れる能力に多くを依存するようにな

った。これが，オフショア化，アウトソ

ーシング化を促してきました。

しかし，この論点は，日本の企業にと

っては厳しい現実をもたらしました。な

ぜでしょうか。図表２６の２番目の論点

を振り返ってみましょう。従来，日本の

企業は，工場や本部，グループ企業，協

力会社――いわゆる下請け企業――が至

近距離に所在していました。グループ企

業や協力会社がみな近くにいて，部品の

仕様を変えようとするときには，すぐに

みなが集まって議論し，持ち帰って部品

を作り直し，これを持ち寄って製品を作

り上げるプロセスがありました。その調

整スピードと品質の高さを強みとしてき

たのが日本企業です。いわゆる「擦り合

わせ」の技術と呼ばれるものです。

ところが時代が変わり，コミュニケー

ションにかかる費用が変わった。画像も

鮮明に送れるようになった。仕様を直そ

うという場合，遠隔地であっても，鮮明

な画像を送り，簡単な英語で指示を出せ

ばよい時代になった。製品の仕様もモジ

ュール化が進んだ。その結果，擦り合わ

せの技術に基づく競争力が徐々に失われ

てきたということだろうと思います。

さらにここへきて進展しているのが，

IoT と呼ばれる新しい展開です。

この技術のコアは大きく分けると，２

図表２７ グローバル・バリュー・チェーンに関する OECD の指摘

１． 近年，財・サービスの多くは，複数の国・企業の手を経て，つくられるようになっている。
すなわち，生産基盤の世界的な分散が進んでいる。

２． その集合体は，グローバル・バリュー・チェーン (GVC) と呼ばれる。それぞれの国・企業
は，GVC の輪のなかで特定の機能を担う。

３． GVC の深化の背景には，情報通信技術の革新がある。情報通信技術の革新により，遠隔地
にある企業間・企業内部の調整コストが劇的に低下し，世界的なネットワークのもとでの生
産が可能となった。

４． 企業活動の成否は，「輸入能力」（低コスト，高品質の中間財を最適な場所から仕入れる能
力）に多くを依存するようになっている。最近では，多くの企業がアウトソーシングとオフ
ショアリングにより，高品質の（中間）財・サービスを世界中から輸入することで，競争力
の向上につなげている。

５． GVC においても，ニッチの分野では中堅・中小企業が重要な役割を果たしている。グロー
バル市場へのアクセスが容易になったおかげて，中堅・中小企業の多国籍化が進んでいる。

６． GVC は，「サービス」による付加価値創造を通じて一段と深化する。「サービス」とは，情
報通信，研究開発，運輸・輸送，金融・保険，対事業所サービスなどを指す。先進国の企業
は，生産基盤の世界的な分散とともに「サービス」による付加価値の向上を通じて，競争上
の優位性確保を目指している。

出典：OECD “Interconnected Economies: Benefiting From Global Value Chains” の論点を NTT データ経営研
究所が要約。

グローバル・バリュー・チェーン：OECD の指摘するポイント
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種類あります。１つは IT 技術。クラウ

ドやビッグデータ，人工知能など。もう

一つは物理的な技術。センサーやロボッ

ト，カメラなど。これら２つの技術が組

み合わされて，IoT が成立しています。

日本は IT 技術の分野で遅れをとって

いると言われますが，物理的技術の方は

優位を保っています。センサーやカメラ，

ロボットなどの技術は非常に優れたもの

を持っている。

その上で，これから問われるのは IT

技術と物理的技術をどう組み合わせて，

新しいビジネスモデルをつくりだすかで

す。例えば，この世界をリードする代表

的な企業としてジェネラル・エレクトリ

ック (GE) があります。GE は，――ご

存知の方もいらっしゃると思いますが，

――電機メーカーであるにもかかわらず，

一時期ずっと金融分野に傾注していまし

た。金融に足場を置くビジネスモデルを

展開してきました。しかし，彼らは近年，

金融分野を思い切って縮小しました。金

融分野のシェアはすでにきわめて小さく

なっています。いわば製造業に回帰した

といえますが，昔の製造業に戻ったわけ

ではありません。例えば，彼らは航空機

のエンジンを作っていますが，このエン

ジンには数十のセンサーを埋め込んでい

る。これら数十のセンサーからどんどん

と送られてくるデータを基に，どのよう

な飛行経路をとれば燃料が最も少なくて

済むかといったことを解析している。そ

うして，航空会社に，エンジンだけでな

く，データとデータ分析に基づくソリュ

ーションをパッケージで販売するように

なった。仮にこうした動きが拡がれば，

エンジンの効率的な利用が進むので，恐

らくエンジンの販売量は減るでしょう。

しかし，エンジンだけでなく，飛行経路

などのソリューションを全体のパッケー

ジとして売ることで，シェアを高め，よ

り広範なビジネスを展開していくという

ことです。それが IoT に基づくビジネ

スモデルです。単純なエンジンを売ると

いうビジネスモデルから，インテリジェ

ントなサービスを売るビジネスモデルに

変わった。GE は，アップルやグーグル

と同様，ビッグデータを担うプラットフ

図表２８ IoT の進展

loT の時代へ

IoT は，最近の技術進歩を融合，結実させたもの。データ収集，ビッグデータ解析，AI
の活用により，モノとサービスを組み合わせた「課題解決のためのソリューション」を
提供する。

� IT 技術：クラウド，ビッグデータ，AI（人工知能），プロックチェーン……

� 物理的技術：センサー，小型カメラ，ロボット……

（実例）
GE（ジェネラル・エレクトリック）：航空機エンジンの提供に加えて，エンジンに組み
込まれた数十のセンサーからデータを収集し，その解析結果を基に，航空機の運航調整
や飛行計画の最適化を航空会社に提供。（熊谷昭彦著「GE 変化の経宮」ダイヤモンド社）
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図表２９ 深化するバリュー・チェーン

出典：NTT データ経営研究所が作成

図表３０ 付加価値ベース貿易統計

出典：OECD “Interconnected Economies: Beneflting From Global Value Chains” を基に
NTT データ経営研究所が作成。

Iot のもとで一段と深化するバリューチェーン：イメージ図

アウトソース化，
オフショア化

商品企画・
開発

原材料・
中間品

調達
（購買）

製造
（生産）

最終
顧客 マーケティング

サービス
流通・
販売

流通・
販売

最終製品
（生産）

（メインテナン
ス，コンサル
ティング等）

ソリューションの開発・提供

付加価値ベース貿易統計の考え方

Ａ国

Ｂ国

Ｃ国

総輸出（１００） 総輸出（１１０）

付加価値（１０）

付加価値（１００）

：従来の貿易統計
（グロスベース）

：付加価値ベースの貿易統計
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ォーマーになりつつあるということです。

これが IoT の時代です（図表２８）。

まとめると，図表２９のような模式図

になります。大雑把に言うと，調達面を

アウトソース化，オフショア化する流れ

がある。その対極に，ソリューションの

提供――サービスとモノのパッケージ販

売――で最終顧客の需要を満たそうとい

う流れがある（図表２９）。

では今，日本企業はどのような立ち位

置にいるのでしょうか。これを知る上で，

近年，OECD が「付加価値ベースの貿

易統計」と呼ばれる新たなデータを提供

してくれています（図表３０）。例えば，

――白い矢印ですが，――ＡがＢに１００

輸出し，Ｂが加工してＣに１１０輸出する

ケースを考えてみましょう。従来の国際

収支統計では，これをＡからＢへの輸出

１００，ＢからＣへの輸出１１０と記録して

います。それに対して，付加価値だけに

着目した「付加価値ベースの貿易統計」

では，ＡからＣに輸出１００，ＢからＣに

輸出１０と記録します。この統計を基に

すると，国際収支の姿は結構イメージが

変わります。図表３１は少し古いデータ

になりますが，左の薄い棒グラフが従来

の国際収支統計，右の濃い棒グラフが付

加価値ベースの貿易統計となります。例

えば，右側にある日本の二国間貿易収支

では，国際収支統計ベースでは日本の対

米黒字は台湾，韓国，中国に次いで４番

目となります。しかし，付加価値ベース

の貿易統計では，断トツの１位にありま

す。つまり，日本は部品や中間財，資本

財を中国や台湾，韓国に輸出し，それら

の国で完成品に仕立てられてアメリカに

輸出される財やサービスが多いというこ

とです。したがって，トランプ政権が仮

（注） グロスベースは，「Gross exports」と「Gross imports」の差。
付加価値ペースは，「Domeslic value added embodied in foreign final demand」と，「Foreign value added embodied

in domestic final demand」の差。
出典：OECD-WTO “Statistics on Trade in Value Added” を基に NTT データ経営研究所が作成。

図表３１ 日米の二国間貿易収支：グロスベース VS.付加価値ベース

米国の二国間貿易収支（２０１１年），試算 日本の二国間同貿易収支（２０１１年），試算

――百万ドル ――百万ドル
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に中国や韓国の輸出に厳しい措置をとる

ようなことがあれば，日本も直ちに打撃

を受けることになります。日本もまさし

くグローバル・バリュー・チェーンの輪

にしっかりと組み込まれているわけです。

以上をベースに，いま日本はどのよう

な立ち位置にいるか。これを見たのが図

表３２の数字です。少し定義が複雑で恐

縮ですが，OECD は，グローバル・バ

リュー・チェーンのあり様を２つに分類

しています。１つは Forward Participation

というもので，日本から中国，韓国に部

品や中間財を輸出し，それを加工してさ

らにアメリカなどに輸出するバリュー・

チェーンのつながりです。もう１つは

Backward Participation というもので，日

本がどこか別の国から部品や中間財を輸

入し，国内で加工して，最終消費国など

に輸出するバリュー・チェーンのつなが

りです。グレーの棒が Forward Participa-

tion，青い棒が Backward Participation と

なります。日本は先ほど言いましたよう

に，部品や資本財，中間財を輸出するこ

とでグローバル・バリュー・チェーンへ

の関与を強めてきました。このため，グ

レーの棒が比較的大きな国となっていま

す。一方，青い棒グラフが示すように，

他国から部品輸入することでバリュー・

チェーンに関与する割合はきわめて限ら

れています。青い棒グラフが似たような

低率にあるのは，アメリカ，オーストラ

リア，ロシア，ブラジルといったところ

ですが，いずれも資源国です。対照的に，

ヨーロッパやアジアの国は部品や中間財

を輸入して，付加価値をつけて海外に輸

出する構造となっています。日本は，資

出典：OECD “Interconnected Economies: Benefiting From Global Value Chains” を基に NTT データ経営研究所が作成。

図表３２ 日本企業の立ち位置：グローバル・バリュー・チェーンへの関与

各国のグローバル・バリュー・チェーンヘの関与率（２００９年）
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源国でないにもかかわらず Backward

Participation が低いという，きわめて特

異な国にみえます。

ここでもう一度振り返ってみると，日

本は擦り合わせの技術に高い優位性をも

ち，過去，資源を直接輸入して，そこか

ら何でも自分で作り上げてきた。そのた

めに，Backward Participation で測ったグ

ローバル・バリュー・チェーンへの関与

は低かった。それが以前は競争力の源泉

だったが，その強みは徐々に失われてき

たということです。

ちなみに，Backward Participation だけ

を拾った数字が図表３３です。左側に９５

年，真ん中に２０１１年。今述べたように，

日本は国際比較してみると，２０１１年も

依然低い水準にあります。しかし，９５

年対比では，結構がんばってきたことが

分かります。この１６年間に９ポイント

伸ばした。９ポイントも伸ばした国はそ

図表３３ 日本企業の立ち位置：オフショア化の進捗度合い

オフショア化の進捗度合い：総輸出に占める海外創出付加価値の比率（％）

１９９５年 ２０１１年 ２０１１年の１９９５年比増減

日本 ５．６ １４．７ ９．１

米国 １１．５ １５．０ ３．６

オーストラリア １２．１ １４．１ ２．０

ブラジル ７．８ １０．８ ２．９

ロシア １３．３ １３．７ ０．５

ドイツ １４．９ ２５．５ １０．７

フランス １７．３ ２５．１ ７．８

イギリス １８．３ ２３．１ ４．８

スイス １７．６ ２１．８ ４．２

韓国 ２２．３ ４１．７ １９．４

中国 ３３．４ ３２．２ －１．２

台湾 ３０．７ ４３．６ １２．９

インドネシア １２．６ １２．０ －０．６

タイ ２４．３ ３９．０ １４．７

フィリピン ３０．１ ２３．６ －６．５

ベトナム ２１．３ ３６．３ １５．０

マレーシア ３０．５ ４０．６ １０．１

（注１） 詳細は，２０１３年１２月コラム「グローバル・チェーンに占める日本企業の立ち位置をさぐる」
を参照。過去のデータも遡って更新されていることに留意。

（注２） OECD の定義によれば，グローバル・バリュー・チェーンヘの関与率（総輸出対比）は，①（輸
入した）海外創出付加価値の比率と，②国内で付加価値を創出し，輸出先でさらに付加価値が付
け加えられ再輸出された比率の２種類からなる。ここでは，調達の効率化に着目し，前者を掲げ
ている。

出典：OECD-WTO “Statistics on Trade in Value Added” を基に NTT データ経営研究所が作成。
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んなに多くはありません。けれども，よ

く見ると，日本以上に割合を高めた国が

ある。それが韓国や台湾です。いまから

思うと，２０００年代に日本の家電メーカ

ーが韓国や台湾の企業に劣後した背景に

は，こうしたバリュー・チェーンへの形

成と関与の具合があったのではないかと

思います。韓国や台湾企業のオフショア

化やアウトソース化へのいち早い取り組

みが，彼らの競争力を高めたものと推測

されます。

問題は，今後 IoT の時代になって，

どのような変化が起こるか。先ほど言い

ましたように，IoT の時代には単に製品

を売るだけではなくて，サービスをセッ

トで売ることが重要になります。サービ

スの提供のほうが，モノを単純に売るよ

りも付加価値が高いからです。IoT に関

しては，まだデータらしいデータがない

ので，ここではとりあえず図表３４にあ

るサービスが作り出す付加価値の輸出ウ

ェイトを国ごとに見てみましょう。一覧

すると，非常に常識的な数字になってい

ます。２０１１年，日本は５０％，アメリカ

は５５％，EU２８か国５７％です。一方で

韓国は４０％，中国は４１％。サービスだ

けの付加価値輸出ウェイトを取りだして

みると，日本は先進国と新興国のちょう

図表３４ 日本企業の立ち位置：サービス化の進捗度合い

「サービス」の付加価値輸出ウェイト（対総輸出）

１９９５年 ２０１１年

うち国内創出分

うち OCED

加盟国

日本 ５１．３ ５０．４ ４５．０

韓国 ４８．２ ４０．３ ２５．３

米国 ５３．５ ５５．７ ４９．８

EU２８ヵ国 ５２．６ ５７．６ ４２．７

ドイツ ４８．８ ５０．５ ３７．７

フランス ５５．８ ６２．６ ５１．０

英国 ５３．３ ６３．５ ５２．１

うち
非 OECD

加盟国

中国 ４３．１ ４１．９ ２７．７

シンガポール ６０．２ ６６．５ ４１．８

タイ ５０．６ ４３．２ ２６．２

ベトナム ４５．７ ３８．２ ２３．１

フィリピン ５０．１ ４８．６ ３９．６

インド ４８．４ ５７．７ ４７．９

（注１） 詳細は，２０１４年１０月コラム「グローバル・バリュー・チェーン下の競争力はどこから生まれ
るか」を参照。過去のデータに遡って更新されていることに留意。

（注２）「サービス」の付加価値輸出ウェイト（対総輸出）は，「Domestic services value added share of
gross exports」と，「Foreign services value added share of gross exports」の単純合計。

出典：OECD-WTO “Statistics on Trade in Value Added” を基に NTT データ経営研究所が作成。
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ど中間的な位置にあることが分かります。

このほかにも面白い事実がいくつか見

て取れます。例えば，サービスの付加価

値輸出のウェイトが非常に高いのがイン

ド。そうですよね，インドは，IT のプ

ログラミングやコールセンター，リサー

チなどの分野で高い競争力を発揮してい

ます。シンガポールも結構高い。そうで

すよね。シンガポールは金融や輸送に高

い競争力を発揮している。面白いのはド

イツ。ドイツは日本と似たところがあっ

て，サービス輸出のウェイトはさほど高

くない。つまり，ドイツも，これまでは

サービス生産よりもマニュファクチャリ

ングの世界で高い競争力を発揮してきた。

彼らが今，「インダストリー 4.0」といっ

て IoT の推進に躍起になっているのは，

日本と似たような環境のもとで，サービ

ス分野への展開を図らないと，国際的な

競争力を維持できないとの危機感がある

からだろうと思います。先ほど言ったジ

ェネラル・エレクトリックのように，サ

ービスとパッケージで売らなければ付加

価値を高められないという危機意識です。

以上，IoT をどのように伸ばしていくか

がこれからの国際競争力を決める大きな

要因になることを改めて強調しておきた

いと思います。時間がなかったのでだい

ぶ早口になりました。

日本の企業がいま何をやっているのか

を，一言だけ申し上げます。日本の企業

も決して手をこまぬいてきたわけではな

く，結構，積極的な海外戦略をとってき

ました。先ほどの OECD の指摘するポ

イントの５番目は，「グローバル・バリ

ュー・チェーンにおいてもニッチの分野

では中堅・中小企業が重要な役割を果た

している」でした。グローバルな市場へ

のアクセスが容易になったおかげで，中

堅・中小企業も海外への進出を強め，多

国籍化が進んできた。日本の中堅・中小

企業も，こうした世界的な流れの中で，

実はずいぶん多国籍化が進んでいます。

図表３５は日本の企業がいまどのくら

い海外へ出ているかをみたものです。下

段の表は，親企業の資本金別にみた現地

法人企業数の推移。絶対数はもちろん大

企業による現地法人の設立が多いのです

けれども，最近は，大企業よりも中堅企

業，中堅企業よりも中小企業のつくる現

地法人がより高い伸び率を示しています。

中堅・中小企業も，国内の人手不足や国

内市場の縮小を眺め，手を打ってきてい

るということです。

少し気になるのは，こうした現地法人

数の増加率が為替相場の動きに敏感に反

応していることです。リーマンショック

のあった２００８，２００９年から２０１２年にか

けての円高期には海外進出が急増しまし

た。逆に円安になった２０１３，２０１４年は

増加率が大幅に鈍化しました。つまり，

企業の海外進出のペースは，海外移転に

かかる費用の円換算額に大きく左右され

るということです。以前であれば２００８

年から２０１２年までのような海外進出の

姿は「国内の空洞化」と呼ばれ，成長の

阻害要因と捉えられてきました。しかし，

いまやそのような時代ではありません。

グローバル・バリュー・チェーンに少し

でもみずからを組み込んで，生き残りを

図るには，海外での事業展開を積極的に

行わざるをえない。たしかに円安は一時

的に企業収益の増加をもたらしますが，

長い目で見ると円安を喜んでばかりはい
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られないということだと思います。

以上，お話をさせていただきました。

最後にまとめです。重要なのは，グロー

バル・バリュー・チェーンの流れを積極

的に受け入れていくこと。その流れのな

かで生き残りを図るためには，業種を超

えた協業を図り――アライアンスと呼ん

でいますが，――より広範なモノとサー

図表３５ 日本企業の M&A の動向，海外進出の動向

出典：レコフデータ「News Release」を基に NTT データ経営研究所が作成。

２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年

＜前年比増加率＞ （単位：％）

年度 総 計

うち大企業 うち 中堅企業 うち 中小企業

２００６ ＋３．３ ＋２．３ ＋７．４ ＋７．０

２００７ ＋２．２ ＋０．３ ＋８．６ ＋９．９

２００８ ＋５．５ ＋３．８ ＋２．１ ＋２６．０

２００９ ＋３．１ －０．８ ＋８．１ ＋２４．６

２０１０ ＋２．２ ＋２．２ ＋０．９ ＋３．８

２０１１ ＋３．５ ＋３．０ ＋３．７ ＋６．３

２０１２ ＋２１．３ ＋８．５ ＋２４．６ ＋８８．０

２０１３ ＋２．５ ＋２．９ ＋１．４ ＋１．８

２０１４ ＋０．４ ＋１．１ －３．３ ＋０．９

２０１５ ＋５．１ ＋２．５ ＋９．３ ＋１０．５

出典：経済産業省「海外事業活動基本調査」を基に NTT データ経営研究所が作成。

ln-Out（内―外）M&A 件数，金額の推移

（兆円） （件）

１２

１０

８

６

４

２

０

７００

６００

５００

４００

３００

２００

１００

０

ln-Out M&A 件数推移（右軸）

ln-Out M&A 金額推移（左軸）

現地法人企業数の推移（親企業の資本金別）
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ビスの組み合わせを生み出していく必要

があります。端的な例として，GE しか

り，Amazon しかりです。Amazon は，

いまやインターネット通販の企業ではあ

りません。彼らが注目されているのは，

クラウドサービスの提供者としてです。

AWS（アマゾンウェブサービス）。

Amazon はいまやプラットフォーム企業

図表３６ 為替相場の推移（名目および実質実効為替レート）

（注） 赤（左目盛）：円・ドル相場（東京市場ドル一円スポット月中平均）
青（右目盛）：実質実効為替相場＝相対的な通貨の実力を測るための指標（２０１０年＝１００）。対象通貨

国との貿易ウェイトで為替相場を相対化し，さらに対象国との物価上昇率格差で実質
化したもの。

出典：日本銀行時系列統計データ検索サイト「外国為替市場」を基に NTT データ経営研究所が作成。

図表３７ まとめ

� グローバル・バリュー・チェーン深化の時代へ。

� IoT (Internet of Things) が，業種を超えた「競争」と「協調」をもたらす。

―― オフショア化，アウトソース化による生産プロセスの深化。

―― 財・サービスの一体化による広範なソリューションの提供が進捗。

―― 業種を超えた「協業」が進展。

―― 新たなグローバル・バリュー・チェーンの構築へ。

円・ドル相場，実質実効為替相場の推移

（円） （２０１０年＝１００）

２５

５０

７５

１００

１２５

１５０

１７５

２００

２２５
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２７５

１６０

１５０

１４０

１３０

１２０

１１０

１００

９０

８０

７０

６０

円・ドル相場（左目盛）

実質実効為替レート指数（右目盛）
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の一角を占めています。モノや本を売る

だけでなく，そこから得られる大量のデ

ータをクラウド上に集めて，それを世の

中に提供するビジネスモデルをつくりあ

げてきている。これが，IoT の時代です。

そうした時代のなかでわれわれがどのよ

うなアイデアをもって，IoT を構築して

いくかが重要です（図表３７）。私の話は

以上です。ありがとうございました。

【司会】 山本様，どうもありがとうござ

いました。齢に関係なく，非常にエネル

ギッシュで非常にわかりやすい話だった

と思います。

続きまして，経済政策から見て，これ

からどうなるだろうかという論点に移り

たいと思います。東京大学の岩本康志先

生に「財政と金融の中長期課題と戦略」

というテーマでお話をいただきたいと思

います。

岩本先生のご経歴を簡単にご紹介いた

します。先生は東京大学経済学部をご卒

業になりまして，大阪大学の経済学の博

士号を取られています。その後，一橋大

学などで教授を務められた後，２００５年，

東京大学大学院経済学研究科教授，東京

政策大学院の教授を務められています。

先生は公共経済学，マクロ経済学がご専

門ですけれども，最近は社会保障，マク

ロ財政運営にもかなり著作を出されてい

ます。また，大蔵省財政金融研究所の主

任研究官を務められたり，日本銀行の金

融研究所の国内客員研究員，そして統計

委員会の国民経済部会の専門委員などを

務められています。先生の著作も多いわ

けですけれども，２つ挙げさせていただ

きますと，「マクロ経済学」を齊藤誠先

生等と共著で有斐閣から著作を出されて

います。また，東大出版会から２０１６年に

鈴木亘先生等と共に「健康政策の経済分

析」という本を出されています。それで

は岩本先生，よろしくお願いいたします。

財政と金融の中長期課題と戦略

東京大学の岩本でございます。このよ

うなシンポジウムにお招きいただきあり

がとうございます。私はこのシンポジウ

ムの課題の２０５０年を見据えてというと

ころの財政と金融政策の課題について少

しお話しさせていただきたいと思います。

中長期の課題ということですけれども，

長期の課題としましては，やはり少子高

齢化というものが大きな課題になってい

ますけれども，現状の財政金融政策のス

タンスというのは少しそれに噛み合って

岩 本 康 志 氏

岩 本 康 志
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いないというところが課題であって，改

善の余地があるということがおおまかな

メッセージです。

まず，足元の課題というのを中期的課

題というように挙げておりますけれども，

現状の日本経済の課題を一言で表現しま

すと「低成長」ということになるかと私

は考えています。これは様々な側面がご

ざいますけれども，第１に世界の中で日

本経済の地位が低下しているということ

がありまして，この図表３８にあります

のは，１人当たりの GDP を OECD の平

均を１００としまして数字に表したもので

す。２０００年から描いていますけれども，

ずっと相対的に低下していまして，岩田

先生のスライドに順位が書かれていまし

たけれども，それを反映するような形で

先進国の末席にいるという形で，地位が

低下しているという状態です。これはこ

の地位にいていいのかということで，大

きな課題かと思います。

２つ目は，成長を実感しているかとい

うことですと，例えば，いまの若い人た

ちの生活が私たちぐらいの世代と比べて

良くなっているかどうかということで考

えてみますと，確かに先ほどから出てい

ましたように，３０年前には存在しなか

った様々な消費財というのがありまして，

その分，豊かになったかもしれませんけ

れども，懸念されますのは，雇用の質の

劣化，特に非正規雇用の拡大ということ

で，若者の職が非常に不安定になってい

るということで，本当に日本の経済が豊

かになっているのかという懸念があるか

と思います。

もう１つは，現状は，低成長でありな

がら人手不足だという状態でありまして，

これも背景には人口高齢化が長期的な課

題とは言いながら，現状の日本経済に関

しての重要な要因になってきているとい

図表３８ 中期的課題：低成長

中期的課題：低成長
１． 世界のなかでの地位低下
２． 雇用の質の劣化（非正規雇用の拡大）
３． 人口高齢化

１人当たり GDP（OCED 全体＝１００）
１０５

１００

９５

９０
２０００ ２００５ ２０１０
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うことです。

このような中長期的な課題なのですけ

れども，日本経済の課題を現状の政策は

循環面の問題と認識していて，構造問題

に関して，景気刺激策で対応したチグハ

グな面があります。アベノミクスは最初，

「三本の矢」として，金融緩和，財政刺

激，成長戦略を掲げましたけれども，こ

うした景気刺激策というものは経済状態

の悪化を一時的に食い止めるという，い

わば「痛み止め」のものなので，経済成

長率を高めるということは基本的にはで

きないものです。評価としましては，ゼ

ロ金利の下では，金融政策はそれ以上緩

和できないですから，実際はうまくいか

なかったということです。財政刺激は

２０１３年までの経済の好調に寄与し，ア

ベノミクスの初期は経済を支えたと見ら

れますけれども，それ以降に関しては長

期的に浮揚させる効果はあまり見られな

かったというように判断しています。

構造改革は３番目に重要だと挙げてい

ますけれども，取り組みは必要性が高い

にも関わらず残念ながら十分ではなかっ

たということが言えるかと思います。課

題が構造問題にあるということであれば，

それへの対処が最優先されるべきではな

かったかと思います。（図表３９）

次に，財政運営の状況を見ていきたい

ですけれども，これまでは財政運営に関

しましては健全化を早期に図るという考

え方でした。と言いますのは，これから

先，少子高齢化が進みますと，社会保障

財政が非常に悪化しまして，財政状況が

悪くなるので，先に向けて悪くなること

があれば，現状で借金をたくさん抱えて

しまいますと，それを返す余地がなくな

ります。借金をするというのは，いまは

非常に苦しいのだけれども，後で楽にな

るという状態は借金で凌ごうということ

ですけれども，先がもっと悪くなるので

あれば，いま借金をしているどころでは

ないという考え方です。

こちらの図表４０に出ていますのは，

プライマリーバランスと呼ばれるものな

のですけれども，財政収支の黒字化を図

っていこうという目標を立てていました

けれども，これが思うように進んでいな

いという現状です。

もう１つの尺度は債務残高で，国と地

方の公債等残高というのを対 GDP 比で

描いていますが，これを引き下げていこ

うということです。先ほど見たようにあ

まり赤字の改善を図らないのは，改善を

図らなくてもこのように，段階的に下が

っていくからこれでいいのではないかと

図表３９ 中期的課題への政策的対応の誤り

▲

日本経済の課題を循環面の問題と誤認して，構造問題 に景気刺激策で臨んだ。

▲

アベノミクスの最初の「三本の矢」
①金融緩和，②財政刺激，③成長戦略（構造改革）

▲

景気刺激策は，経済状況の悪化を一時的に食い止める「痛み止め」で，潜在成長率を高め
るものではない。
１． ゼロ金利のもとでは，金融政策はそれ以上大きく緩和できない。
２． 財政政策は２０１３年に刺激効果をもった。２０１４年の消費税増税に備えた駆け込み需要。
３． 構造改革は十分ではなかった。現政権が真剣に取り組むことは期待できない

▲

しかし，構造問題への対処が最優先であるべき。
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いうのが現状の判断だからです。

しかしながら，この図表４１で見ると

安定しているように見えるのですけれど

も，実はこの単位が非常に高く，GDP

比でいま１８０％程度ですけれども，この

くらいの高水準で安定した国というのは

実はありません。このように高いと，後

でご説明しますけれども，非常に悪い結

（資料）「中長期の経済財政に関する試算」（２０１７年１月２５日・内閣府）。復旧・復興対策の経費及び財源
の金額を除いたベース。

図表４１ 財政赤字は残るが，政府債務は上昇しない？

○ 国・地方の公債等残高＊（対 GDP 比）

（資料）「中長期の経済財政に関する試算」（２０１７年１月２５日・内閣府）。復旧・復興対策の経費及び財源
の金額を除いたベース。

図表４０

・ 社会保障費の増大によって財政収支は改善せず，一層の財政収支改善への取組が必要
とされる。

・ 消費税率１０％への増税によっても，「財政運営戦略」の２０２０年度に基礎的財政収支
黒字化の目標は達成されない。

○ 国・地方の基礎的財政収支＊（対 GDP 比）
（％）
２．０

０．０

―２．０

―４．０

―６．０

―８．０

―１０．０

２．０

０．０

―２．０

―４．０

―６．０

―８．０

―１０．０

黒字化

―１．４
―２．４―３．０ ―３．４ ―１．９―３．７ ―２．５

―３．２％

―６．３

経済再生ケース
ベースラインケース

２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１６ ２０１９２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５
（年度）

（％）
２６０．０

２４０．０

２２０．０

２００．０

１８０．０

１６０．０

１４０．０

１２０．０

２６０．０

２４０．０

２２０．０

２００．０

１８０．０

１６０．０

１４０．０

１２０．０

１８９．５ １８９．０ １８９．６１８８．５

１８６．７
１８０．０

経済再生ケース
ベースラインケース

２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１６ ２０１９２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５
（年度）
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果になっていくことが多いということで

す。

統計が違いますけれども，もう少し長

期のデータで見ますと（図表４２），債務

の定義が違いますが，現状はこのような

形で上がってきていますが，過去を遡り

ますと，こんなに高くなったのは第２次

大戦の時期に，経験したぐらいです。そ

のときはどうなったかと言うと，ここま

で急激に上がったのですけれども，また

急速に落ちています。この時期に非常に

高いインフレが発生しまして，名目の債

務がインフレによってチャラになったの

ですけれども，現状はここから先はどう

なるかということが非常に問題になって

きます。

この財政運営に関しまして，１つの懸

念と言いますのは，現在のシナリオなの

ですけれども，経済の先行きに関しまし

て，楽観的なシナリオに基づいて財政運

営が考えられています。先ほどの図（図

表４０）には２つの線がありまして，詳

しく説明しませんでしたけれども，１つ

の慎重なシナリオの方ではむしろ財政収

支は悪化するし，債務残高が上がってい

くのですけれども，そちらのほうはあま

り重視していません。ところが，この債

務は国債という形で借金をしていますが，

これは何があっても，返さなければいけ

ないという債務です。なので，経済の先

行きに関して，慎重シナリオや低成長シ

ナリオ，これはあり得るシナリオですの

で，それが起こったときに国債が返せな

くなるというのは非常に困るので，慎重

シナリオの下でもきちんと財政健全化を

図るという運営が必要とされていたと言

えます。安倍政権以前の政権ではそうい

う形のスタンスでやっていましたけれど

も，ここのところも安倍政権が変えてい

るということです。したがいまして，も

し非常に楽観的なシナリオが実現しなか

った場合に何が起こるかということに関

して，十分に考えられていないというこ

とになってしまうわけです。

ということで，本当は財政健全化に関

してはもっと進めなければいけないとい

うことです。それは非常に難しいとされ

ていますけれども，やりたくないと思っ

図表４２ 政府債務（対 GDP 比，％）

（資料） 岩本康志 (2011)「社会保障財政の長期的課題」表３を更新。

２５０

２００

１５０

１００

５０

０
１８８５１８９５１９０５１９１５１９２５１９３５１９４５１９５５１９６５１９７５１９８５１９９５２００５２０１５
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ていらっしゃるかもしれませんが，可能

ではあります。それは，歳出削減の余地

がいまのところはあるからです（図表

４３）。

まず１つ紹介しますのは，社会保障の

給付なのですけれども，これが高齢化に

伴って上がっていくということはよく言

われていまして，みなさんもお聞きにな

ったことがあるかと思いますけれども，

図表４４の左側に書かれている数字が，

社会保障給付費（また対 GDP 比で書い

てありますけれども）の実績値です。右

のほうに厚生労働省が作りました将来の

予測値も描いてあります。２本，線を引

いてあります。１つは１０年ほど前に作

られた２００６年推計というもので，これ

は小泉政権の最終年に作られたものです。

このときは図のように，高齢化に伴って

社会保障の支出が増えていく，その増え

ていくものをどうするかということが議

論されていたのですけれども，２００６年

の後，何が実際に起こったかと言います

図表４４ 将来の課題であった高水準の社会保障給付費がいま具体化してしまった

実績値

２０１２年推計

２００６年推計

図表４３ 財政運営の課題

▲

将来の経済の環境については，楽観的なシナリオを採用しているが，慎重なシナリオを採
用すべきである。

▲

政府債務の大半は，どのような経済環境のもとでも償還しなければいけない国債である
からである。

▲

楽観的なシナリオで健全化目標が達成される場合，経済が下振れすれば，目標が達成で
きなくなる。

▲

現実には，それを宣言しているに等しい，危険な状態。

▲

現状で，歳出削減の余地はある。

2011/2012 2025

（社会保障費，GDP は
兆円）

２００６年５月
推計

２０１２年３月
推計

２００６年５月
推計

２０１２年３月
推計

社会保障給付費 １０５ １１０ １４１ １４９

GDP ５９２ ４８０ ７３９ ６１１

対 GDP 比 １７．７％ ２２．８％ １９．１％ ２４．４％

以前の予測と比較して，社会保
障給付費は大きく変化しなかっ
たが，名目所得が大きく減少し
た。
デフレ，リーマン・ショック，
東日本大震災で名目所得が減少
したが，年金水準，医療・介護
費用の価格（診療報酬）はそれ
に合わせては調整されなかった。

社会保障給付費（対 GDP 比，％）

３０

２５

２０

１５

１０

５

０ （出所）実績値は，『社会保障給付費』（国
立社会保障・人口問題研究所），『国民経
済計算』（内閣府）。２００６年推計は，「社
会保障の給付と負担の見通し（２００６年５
月推計）」（厚生労働省）の対国民所得比
を２００６年度の国民所得と GDP の比が
将来も一定との仮定のもとで対 GDP 比
に変換。２０１２年推計は，「社会保障に係
る費用の将来推計の改定について（２０１２
年３月）」。

１９９５ ２０００ ２００５ ２０１０ ２０１５ ２０２０ ２０２５
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と，２００９年以降，ドンドンドンと上が

ってしまった。２０２５年にこれだけ上が

ってどうしようと言っていた水準よりも

遥かに高いところにいま上がってしまっ

たということです。現状は上がった数字

の先に前と同じような傾きで上がってい

くという推計に変わっています。

なぜ，ドンドンドンと上がったかと言

いますと，社会保障給付費の対 GDP 比

の分子の，給付費の方はあまり上がって

いません。分母の所得がこの時期に落ち

込んだわけです。その原因の１つはリー

マンショックです。２００９年に起こりま

して，後は東日本大震災。これらは一時

的なものなのですけれども，それからも

う１つ，ずっと恒常的にデフレが起った

ということで，この３要因で分母が小さ

くなったためにドンドンドンと社会保障

給付費の比率が上がったということです。

デフレで，一般物価水準は下がったの

ですけれども，社会保障給付の水準自体

は下げられなかったということで，相対

的に社会保障の価格が上がっているとい

う状態なので，その水準を調整するとい

うことが必要であるかというように思い

ます。

それから，これは政府の支出を４項目

に分類したものです（図表４５）。人件費

と公共事業と先ほどの社会保障と，もう

１つ，その他というものです。

２００６年と２０１３年を比べてありますけ

れども，人件費は若干下がった，公共事

業は若干増えたという動きになっていま

す。ですから，人件費はよく槍玉に上が

りまして，公務員の人件費削減というこ

とを言われるのですけれども，これはず

っと政府が取り組んでいまして，実際に

効果が出ています。公共事業に関しまし

ては２００６年には相当下がっていまして，

２０１３年に来ますと，震災復興が入って

図表４５ 社会保障，その他が増加している

（資料）『国民経済計算 ２０１３年度確報』（内閣府）

2006 2013 2006-2013
人 件 費 ６．２０％ ５．８９％ ―０．３１％

公 共 事 業 ３．６５％ ３．８６％ ０．２１％

社 会 給 付 １７．８０％ ２２．７２％ ４．９２％

そ の 他 ８．１３％ ９．６５％ １．５１％

合 計 ３５．７９％ ４２．１２％ ６．３３％

一般政府の総支出・社会保障（対 GDP 比） 人件費，公共事業，その他（対 GDP 比）
１２％

１０％

８％

６％

４％

２％

０％

４５％

４０％

３５％

３０％

２５％

２０％

１５％
２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３

総支出 社会保障 人件費 公共事業 その他
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いる関係もあり，横ばいです。社会保障

は先ほど見たように大きく増えたのです

けれども，実はその他も伸びているとい

うことで，諸々の政府支出がこの時期，

本当は財政健全化で支出を削減か，せめ

て横ばいがいいと考えられるものに関し

て増えていっています。これはリーマン

ショック，東日本大震災，諸々の危機対

応で財政の景気刺激策というのが行われ

たということですが，そういった刺激策

は，危機が過ぎた後には縮小に向かうべ

きなのですが，それが放置されていると

いう現状です。その他の分に関しては，

いろいろな分野で財政支出の削減ができ

る状況です。が，まだ十分に手がついて

いません。

次に，先ほど触れました債務が高い状

態だとどうなるのかを見ます。これにつ

きましては，歴史的なデータを使って詳

細に研究をしている，ラインハートとス

ブランシアという人が共同で書かれた論

文がありまして，そこに高債務がどう最

終的に決着をするかということに，５つ

の可能性が考えられると言っています

（図表４６）。

１つ目は経済成長が起こって，経済規

模が大きくなることによって改善すると

いうもので，もう１つは財政健全化が進

んで，債務が減っていくというもの。こ

の２つは良い形での決着の仕方と思いま

す。３つ目は債務リストラクチャリング

と言いますけれども，これは例えば，デ

フォルト，国債が踏み倒されるというも

の。後はモラトリアムで，利子の支払い

を一旦止めてくれ，後で支払いますとい

うもの。スケジュールの変更ということ

でリスケというように言うものもありま

すけれども，これら諸々の形で約束どお

り債務が返済されないということで，ま

ったく返済されないか，あるいは部分的

に返済されるかで，いろいろなパターン

がありますけれども，全部を含みまして，

リストラクチャリング（債務再編）と呼

んでいます。これが１つの破綻の例です。

もう１つは突然，高インフレが起こって

しまって，名目上はそのままなのですけ

れども，実質的な価値が上がっていくも

ので，これも一種の破綻です。５つ目は

金融抑圧と呼ばれるものがありまして，

一時期その議論が少し流行ったのですけ

図表４６「高債務」の５つの帰結

▲

Reinhart and Sbrancia (2011) によれば，高債務の帰結は５つ考えられる。
１． 経済成長
２． 財政再建
３． 債務再編
４． 突然の高インフレ
５． 金融抑圧（低金利とそれを上回るインフレが持続することで，債務の実質価値が減少

する。あるいは，低金利で金融機関に保有させる）

▲

最初の２つは望ましい「再建」事例。つぎの２つは「破綻」事例。最後は一応「再建」に
分類されるが，望ましくはない解決策。

▲

ブレトンウッズ体制のもと，１９４０年代終わりから１９７０年にかけて先進国で急速な政府債
務の減少が見られた。
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れども，今日は時間が足りませんので，

これについては割愛いたします。

４番目の高インフレは，現状で，土壌

が整ってきているという状態です。こう

いった高インフレという破綻を起こさな

いように，実は日本は歯止めを掛けてい

ます。これは先ほどお見せしましたよう

に，第２次大戦の債務が膨らんだものが

高インフレとなり，それが国民生活に非

常に混乱を招いたわけで，その反省を受

けて，歯止めを掛けています。それが財

政法の第５条というものです（図表４７）。

公債の発行については，日本銀行につい

てはこれを引き受けさせ，あるいは借入

金の借入については日本銀行からこれを

借り入れてはいけないということで，国

が借金をする場合に日本銀行を使っては

いけないという言葉になっています。日

本銀行を使わなければ国債は市場に向け

て発行しなければいけないので，市場の

方でそれを返せるかということを厳しく

見られます。財政健全化に取り組まなけ

れば，国債を市場で消化できなくなるの

で，政府は財政健全化に務めなくてはい

けない。ところが日銀に国債を引き受け

させて，そしてお金を手に入れられれば，

政府が何をやっていても資金が調達でき

るということになるので，それを禁じる

ということです。

禁じてはいるのですけれども，実際に

これに近いことが行われつつあります。

いまは日本の金融緩和は，毛色の変わっ

たコントロールで，国債の長期の金利を

ゼロになるような形でコントロールする。

そのようになるように国債を買いますと

言っています。民間が買わないような高

い価格で中央銀行が国債を買っていると

いう状態で，国債の信任が失われたとき

にそのようになるのと非常に近いものに

なってきています。

さらにこのような形で国債を引き受け

させるということができれば，マネーを

増やすことによって，税収と同じような

資金を政府が手に入れられるということ

で，これは通貨発行益と呼ばれますけれ

ども，これを期待する声が政権の中でも

図表４７ 高インフレ・シナリオの蓋然性

▲

財政法第５条「すべて，公債の発行については，日本銀行については，日本銀行にこれを
引き受けさせ，また，借入金の借入については，日本銀行からこれを借り入れてはならな
い。但し，特別の事由がある場合において，国会の議決を経た金額の範囲内では，この限
りではない」

▲

第２文は，日銀が保有する国債の借り換えに適用され，予算総則に限度額が設けられてい
る。

▲

「日銀が市場で評価される価値よりも高い価格で国債を買う」姿が，市場で信認をなくし
た国債を買うことと同じことから，異次元緩和が財政ファイナンスと受け取られるおそれ
がある。

▲

官邸で通貨発行益を期待する考えが強まっている（「ヘリコプターマネー」論も同種）。

▲

眼前の小さな費用を避けるために，見えにくい大きな費用を後で負担する行動をとるので
はないか。
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高まっているという状況です。

本当はこういうことは必ずしも望まし

いことではありませんでして，なぜこの

ようなことになっているかということで

考えますと，眼前の小さな費用を避ける

ために，見えにくい大きな費用を後で払

うということに落ち込んでいっていると

いうことがあります。目先のところの小

さな費用と言いますのは，財政の健全化

というものですけれども，それを避ける

がために後で大きな費用を払いかねない。

これは人間の心理としまして，目先のこ

とと長期のことと考えますと，長期のこ

とは見えにくい。目先のほうに重点が置

かれやすいということ。それから費用と

メリットと比べますと，なかなか費用に

関して目が行きにくいということ。それ

から，わかりやすいものには目が行くの

だけれども，見えにくいものは見えない

という，そういった人間の心理というと

ころの積み重ねで間違った方向に進みか

ねないということです。

このシンポジウムは２０５０年を視野に

ということで，長期のことを見るという

ことを１つの目的としていますから，目

先のことではなくて長期のことをしっか

りと考えるということが必要なのではな

いかというように思われます。

金融のほうなのですけれども，国債を

買っていくことは，結果的にはあまり所

期の効果を上げていないということで，

この図表４８はそのことを示したもので，

中央銀行が発行する貨幣の量と名目の

GDP の関係を見たものです。これは７０

年から９５年ですと，このような形では

っきりと正の相関関係が見られるわけで

す。この後，量的緩和に入ったのですけ

れども，量的緩和が入ったのがこちらの

図表４９なのですけれども，このように

マネタリーベースを増やしていったので

すけれども，まったく名目 GDP が増え

ないということで，量的緩和に関しては

大まかに言いますと，物価上昇には，ほ

ぼ効果を持たなかったということ

が，２０１２年までの白川総裁の時代に関

しては言えるということです。

黒田総裁に変わったところでどうなっ

たかと言いますと，ここからさらにマネ

図表４８ 貨幣と所得の関係 １９７０－１９９５年

６００

５００

４００

３００

２００

１００

０

国
内
総
生
産
（
兆
円
）

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０
マネタリーベース（兆円）
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タリーベースを増やして，この図表５０

のようなスケールで描かざるをえなくな

って，ポンポンポンととてつもなく増や

したわけです。ところが相変わらず物価

は上がらないということです。この後，

どうするかということで問われています

のは，今の日銀の出口戦略です。もし，

正常化ということで，左の線のような昔

起こったことに近いことが起こると，こ

の線を伸ばしたものが現れます。そうす

ると増やしたマネタリーベースでこの線

のもとに戻りますと，名目 GDP がとん

でもない高い数字になるということです。

実質 GDP が突然８倍に上がるという

ことは，恐らくありえませんので，これ

は物価が８倍くらいまでは上がるという

ことになりかねないということですので，

実は出口に向かうということでしたら，

大事なことと言うのは，ここまで上がっ

たマネタリーベースをいかに元に戻すか

図表４９ 貨幣と所得の関係 １９７０－２０１２年

図表５０ 貨幣と所得の関係 １９７０－２０１６年

６００

５００

４００

３００

２００

１００

０

国
内
総
生
産
（
兆
円
）

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ １２０ １４０

マネタリーベース（兆円）

４，０００

３，５００

３，０００

２，５００

２，０００

１，５００

１，０００

５００

０

国
内
総
生
産
（
兆
円
）

０ ５０ １００ １５０ ２００ ２５０ ３００ ３５０
マネタリーベース（兆円）
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ということです。ここまで増やしたとい

うことは，それが効果があるからという

ことで増やしたわけなのですが，それが

うまくいっていないということを認めな

ければ減らすことができないということ

で，政策が大変難しくなっています。

駆け足でいろいろなことを説明してい

まして申し訳ないのですけれども，最後

に長期的課題ということで，社会保障の

課題に触れていきたいと思います。この

図表５１は財政制度等審議会というとこ

ろが作成した資料です。２０６０年度まで，

社会保障関係のいろいろな支出を予測し

ているのですけれども，要点は伸びるも

のが医療と介護で，金額で相当高く伸び

るということです。それからもう１点，

これは先ほどお見せしたのは２０２５年ま

での図で，これは２０６０年までの図とい

うことで，実は２０２５年以降も支出が増

えるということが長らく言われていたの

ですけれども，政府の中ではこういった

数字を作れていませんでした。ここで初

めて２０６０年の数字が出て，かなり先の

ほうも大変だということがわかったので

す。ところがこれを見た限りでは２０６０

年まで伸び続けているか，その先どうな

るかということはまだわかりません。そ

の先までさらに伸び続けるのかもしれな

い。だから，どこかでピークアウトする

ところを見つけなければいけないという

ことで，私どもの研究を紹介しますけれ

ども，もう１０年ぐらい伸ばせばピーク

アウトするという感じです（図表５２）。

ところで，これで行きますと，非常に

高い社会保障関係への負担が必要になっ

てくるということが言えるかと思います。

それに対してどうするのか言うことで，

最後のスライド（図表５３）ですが，「少

子高齢化」の「高齢化」の部分ですけれ

ども，長生きするということを問題視す

図表５１ 長期的課題：社会保障 将来に伸びる支出は高齢者医療・介護

＜高齢化率及び「年齢関係支出」の推移＞ ＜各内訳項目の推移＞
（対 GDP 比） （対 GDP 比）

１０．３１％～１１．００％

４０％

３５％

３０％

２５％

２０％

公的年金３９．９％
１０％

５％

０％

９．９３％高齢化率 ９．７３％～９．９１％

医療

７．３０％
６．０１％～６．１１％

介護

２９．１％
３．９８％

２９．７５％～３０．７８％

教育等「年齢関係支出」計 ３．７０％～３．７７％

２．４５％

２３．６５％

２０２０ ２０３０ ２０４０ ２０５０ ２０６０
（年版）

２０２０ ２０３０ ２０４０ ２０５０ ２０６０
（年版）

「我が国の財政に関する長期推計（改訂版）」（２０１５年１０月９日，財政制度等審議会起草検討委員提出資料）
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るということも少しおかしな話で，長寿

はそもそも望ましいものである。少子の

ほうが問題と言いましても自発的な選択

なので，これもなかなか問題とは決めつ

けられないので，要するにこれは財政の

問題である。社会保障の財政は高齢者人

口と若者人口の比率が今後，上昇するこ

とで悪化するということになります。そ

うすると，その解決策というのは，この

分数のところに着目して，分数の分母を

増やす，あるいは分子を減らす。あるい

は，そもそもこの分数に関係なくす，こ

のような解決策が考えられます。それぞ

れの具体的な手段としましては，分母を

増やすものは少子化対策や移民，定年延

長です。ここに若年者と書いてあります

けれども，実は働く人の数です。これを

増やすということ。あるいは，経済成長

というのは若者の人口ではなくて，若者

の所得を増やすということです。分子の

方はこれ以上，人口を減らすというのは

なかなかできないので，医療費や介護費

を減らすということで，保健や予防に力

を入れる，あるいは，年金の支給開始年

齢を遅らせるということ。それから３番

目の策は積立方式で，若いときに稼いだ

所得から保険料を払って，それを給付に

充てるという形で，人口構成に依存しな

いものにするなどが考えられるというこ

とです。

岩田先生のスライドの問題意識のほう

で，少子高齢化の財政問題の解決策は何

かというような問いがありますけれども，

私の方から申し上げたいのは，何か簡単

な１つの解決策があるわけではない。わ

かりやすい解決策があるわけではなく，

いろいろな政策を組み合わせていかなく

てはいけない。ここに挙げたものに関し

ては，総動員を図って，それでも本当は

解決するかどうかはわからないという状

図表５２ ２０２５年度以降も高齢化率は上昇するため医療・介護費用は上昇し続けると予想される

▲

将来費用の不確実性を考慮しても，給付費は増加を続ける

（資料） 岩本康志・福井唯嗣 (2012)，「医療・介護－長期的視点に立ち給付の効率化を－」，『社会保障の新
たな制度設計に向けて』（２１世紀政策研究所）

公費負担・保険料の増加幅（対 GDP 比，％）

2010-2020 2020-2050

公費負担

医療

介護

合計

保険料負担

医療

介護

合計

０．８９

０．６６

１．５６

０．８４

０．５５

１．３９

１．７２

１．５７

３．３０

１．３６

１．３４

２．７１

医療・介護保険財政モデルによる長期推計
％

７

６

５

４

３

２

１

０

医療保険料

介護保険料

年度２０１０ ２０２０ ２０３０ ２０４０ ２０５０ ２０６０ ２０７０
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況です。それだけ高齢化の進展の財政に

与える影響というのは深刻なものになる

のですけれども，ただ何もしないわけに

はいかないので，われわれは１つの政策

でそれで問題を解決するわけではないと

いう，その限界は認めながら，こういっ

た施策を打っていかなくてはいけないと

いうように考えられます。非常に駆け足

で，また時間超過で申し訳ございません

けれども，以上でございます。

図表５３ 少子高齢化の何が問題か

▲

長寿は望ましいこと，少子は自発的な選択であり，直ちに問題とは決めつけられない。

▲

財政の難問
社会保障財政は，（高齢者人口／若年者人口）の上昇で悪化する

▲

その解決策
１． 分母を増やす

▲

少子化対策，移民，定年延長，経済成長
２． 分子を減らす

▲

保健，予防重視，年金支給開始年齢延長
３． 社会保障財政を人口構造に依存させない

▲

積立方式の（部分的）導入

▲

１つの手段で難問が解決するわけではなく，解決策の総動員が求められる。
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討 論

岩田 それでは，これから１時間ほど

パネルディスカッションをさせていただ

きたいと思います。ただ，会場の皆様か

らも Q&A の時間を２０分ほどは使いた

いと思っていますので，ぜひ積極的にご

発言をお願いしたいと思います。

パネルでは，今日プレゼンテーション

をお伺いしまして，私なりに最初に論点

を７つほど出しましたけれども，このデ

ィスカッションでは，１つはやはり人口

減少に対してどう対応したらよいのかと

いうのが，出発点としてあるかなと。

そのなかには出生率ですね，いま１．４

人。人口減少を止めるには，２．１人近く

ないと止められないのですよね。私ども

センターは１．８人までともかく高めよう

と提言してきました。政府も一応１．８人

とおっしゃっておられますが，足りない

分は私どものセンターでは，年間２０万

人外国から来て働いていただくようにし

ていただければ，２０６０年ぐらいに９，０００

万人で大体安定できますという，そうい

うシナリオを出したことがあります。

政府のほうは１億人というので，われ

われよりももうちょっと野心的なお考え

でアベノミクスをおやりになっていると

いうことで，移民の問題についてどのよ

うにお考えになったらよいのか。受け入

れると，特に今はブレグジットもそうで

すし，ヨーロッパの IS のテロリズムと

いうようなものと関連して，非常にナシ

ョナリスティック，あるいはポピュリズ

ム的な意見が強くなっているということ

が起こっているわけで，そういうことを

踏まえたうえでも，移民について日本は

どういう対応をとるべきかと。こういう

２つの論点があるかなと思います。

それから，もう１つは財政について，

とめどもなく政府債務が膨らんでいくと

いうことに対して，有効な政策は何かと

いうことも，それぞれのパネリストから

ご意見をいただければ幸いかと。岩本さ

んのほうからは，すでに具体的な提案が

いくつか出されていますが，それ以外に

もどういう案があるのか。つまり財政の

先行きについて，どのようなご提案が考

えられるかというのが３点目です。

４点目は，やはり Internet of Things。

これは山本さんのほうから詳しく，グロ

ーバル・バリュー・チェーンとか，特に

通信・IT 関係の技術進歩というものが

経済活動にどのような影響を与えるのか，

日本経済の将来にどういうインパクトが

あるのか。こういうことについて，これ

は４点目ということになりますが，この

４つのポイントについて，それぞれパネ

リストの方々のご意見を最初に伺えれば

と思います。

少し議論の整理上，最初にまず出生率

について改めてもう一度，２０歳代で子

供をもう少し生めるようにしないと，な

かなか改善しないのではないかというご

提案もありましたので，そこからもう一

度ご説明をお願いしたいと思います。

岡田 では，私から答えたいと思いま
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す。出生率を上げるのには，日本全体と

しては，基本的に働きながら子供を産め

るというやり方をずっととってきたわけ

です。保育園を充実させたりだとか，そ

れをもう２０年以上やってきたわけです

が，出生率の上昇というのは目に見えて

というほどではないわけです。つまり政

策の効果としては，非常に微々たるもの

であったというのは間違いないのかなと。

その間使われたお金も結構な金額になり

ます。

そうしたなかで，諸外国をまねしてい

るというのが今のトレンドであるのです

が，そこでよく言われるのが，フランス

とスウェーデンということになるわけで

す。フランスとスウェーデンは出生率が

上がったのだからということで，２つの

国のように働きながら子供を産んでとい

うことになるのですけれども，私が分析

する限り，やはり２０代で出生率が上が

らない限りは，いくら３０代で産んでも

なかなか追いつかないというのが実情で

はないかなと思います。

つまり日本の少子化対策というのは，

事実上３０代以上に効いてくる政策なわ

けです。仕事がそこそこ落ち着いて，そ

のときに産みだして，そこから何とか２

人目を産んでいただこう，場合によって

は３人目を産んでいただこうというよう

になっているわけです。

いま３０代後半以降の出生率は結構高

いです。そういう制度が整ってきました

から，産んでみたいという人はいるので

すけれども，それでも出生率はそんなに

上がらない。つまり意欲はあっても，や

はり身体的能力を含めてなかなか上がら

ないわけです。やはり２０代で産むとい

う社会を選択肢で作っていかないと，出

生率は上がらないわけです。

そのためにどうしてもやらなければな

らないのは，大学等の高等教育との関係

ということになると思います。今の日本

というのは，OECD のなかで最も早い

入学者の年齢になっています。平均年齢

１９歳なのですが，これは OECD のなか

でいちばん若い。たとえばスウェーデン

とかでは２０代後半ぐらいになっていま

す。そういう意味では，２０代は産み育

てる家庭生活を優先させるというのが，

スウェーデンでは選択肢の１つとして普

通に成り立っているというように考えて

いただきたいと思います。

そういう社会でなければ安心して産め

ないということになるわけで，そういう

社会がもし２０５０年に実現するならば，

出生率はそうとう上がっていくだろうし，

今のように大学にすぐに入って，なおか

つすぐに就職して，就職して落ち着いて

から産むという社会では，よほど医療と

かが進んで，３０代，４０代，特に５０代で

も産めるという状況にならない限りは，

出生率は上がらないのではないかと思っ

ています。

岩田 ありがとうございます。それで

は，続けて山本さんのほうから。

山本 出生率を上げることについて，

何か決め手となるような解決策を私は持

ち合わせていません。何かの政策をとれ

ばどれくらい出生率が上がるかといった

実証的な研究も，ほとんど目にしたこと

がありません。

ただ，海外の事例を見れば，――まさ
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にいまフランスとスウェーデンの話が出

ましたが，――日本，アメリカ，フラン

ス，スウェーデンの４カ国のなかで，日

本を除く３カ国は，第一子が生まれたと

きの母親の年齢は，彼女たちの初婚年齢

より低いという事実があります。あるい

は婚外子。フランスとスウェーデンは婚

外子が５割です。米英は４割，日本は

２％です。

そういう事実を踏まえると，出生率は

単純な話ではなく，文化や社会の環境に

深く根ざすものであって，それが大きく

変化する時にはじめて変わるといった性

格であると思います。われわれが問われ

ているのは，そうした変化を受け入れる

用意があるかどうかだと思います。私は

日本の国内において，多様で異質の文化

を受け入れていくことが大事だと思って

います。ただし，それでどれぐらい出生

率が上がるかまでは，はっきりとは申し

上げられませんが。

岩田 ありがとうございます。それで

は岩本さんのほうから。

岩本 ２０代での出産の奨励というこ

とを考える場合に，私が１つ重要だと思

うポイントは，子供をもって育てるとい

うことは，途中でやめられないというこ

とです。これは子供が独立するまで２０

年近く，その子供の面倒を見て育てなけ

ればいけない。そのためには相当の費用

がかかるということで，これは苦しくな

ったからといって，途中でやめるわけに

はいかないわけです。さまざまな事業と

か投資とかということで，途中で行き詰

ってやめるということがあるかもしれま

せんけれども，これはやめることはでき

ない。

そうすると，それを支えるだけの所得

がないと実現できないわけなので，２０

代の若者に関して，４０代までそれを支

え続けられる生活の安定というものが見

えていないのだろうと思います。この生

活の安定が見えていないということが，

昔に比べてさらに見えづらくなっている

のかと思います。これは社会が相当変わ

りまして，雇用が流動化するということ

が進んでいまして，自分の稼ぎ，あるい

は女性から見た場合の男性の稼ぎが，生

活が安定するという見通しがまだ立って

いない状態では，なかなか子供を持ちづ

らいということになっているかと思いま

す。

これは私は「中長期的課題」の２番目

のところで，雇用の質の低下のところで

「非正規雇用の拡大」というように言い

ましたけれども，だんなさんと奥さんが

両方とも非正規であって，いつ何かの事

由で首を切られるか分からない。それは

日本が人口減少社会に入っていますので，

さまざまな事業がダウンサイジングをい

つ図られるか分からないということで，

人口が増えていた時代では，どのような

事業も拡大の方向しか考えていなかった

ので，首を切られるというのは相当なこ

としかなかったという時代と比べると，

感覚が変わっているということです。生

活の安定が図れれば，若い人も安心して

結婚等へ踏み切れると思っています。

これは少子化だけではなくて，そうな

ったほうが非常に望ましいことだと思い

ますので，そういった方向に進むという

ことが大事かと。ただ，具体的には非常
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に難しいことですので，ちょっとこの時

間では言いづらいのですけれども，そこ

が大きなポイントかなと思っています。

岩田 ありがとうございました。私の

ほうから，３点ほどつけ加えさせていた

だきたいと思います。

出生率については，「選択する未来」

委員会というところでもずいぶん深い議

論をやりまして，いろいろな意見があり

ましたけれども，お医者さんから，子供

を産むには女性は何歳代がよいのかと，

岡田さんのほうからご提供がありました

ように，大体若いほうがよいのですね。

２０歳代。いま高齢出産の問題というの

もいろいろ出ていますけれども，お医者

さんから言わせると，やはり４０歳過ぎ

てからはいろいろな問題が起こりますよ

というような，そういうお話も聞いたの

ですが，同時に，財務省の出身の方で高

知県の知事になった方がいまして，その

方をお呼びしたのです。その方は主計局

で，地方の歳出を見ていて，高知県がお

見合いパーティーのためにお金を出して

いる。このようなことに公費を使ってよ

いのかと主計官のときは思って，厳しく

査定をしたのだけれども，自分が知事に

なったら，もっともっとやらないと駄目

だという地元からの要求が強くて，知事

自身もそういうことを県として考えない

と，県を支えることができないというよ

うなお話もありました。

それからもう１つは，いま岩本さんの

ほうからお話があった点ですが，若い方

の経済的な安定性というのですか，青森

県で若い女性に調査をしたそうなのです

が，結婚する相手としてどういう人を望

みますかと。年収でいうと，やはり４００

万以上ないと，子供を大学まで育ててき

ちんとやるには頼りないと。ところが

４００万以上の年収を持っている青森県の

その年齢層の方は１割いるかいないかで

す。そうすると，ほとんどこの経済条件

は女性のほうから見て頼りにならないと

いうことになるのですね。

そうしますと，やはり日本で子供が少

ない１つの理由は，教育費の負担がそう

とう重いのかなと。つまり単に子供を産

めと言うのではなくて，その子供を立派

に育てたいと，大学までちゃんと上げて

やりたいと思うと，そこはそうとうの費

用を考えなければいけない。ところが若

者の給料は，私の先ほどの図でもありま

すが，生活水準というのは実質消費の分

は実は下がっている。そういう状況なの

ですね。なので，ここはやはり１つは，

経済全体の建て直しということがないと

難しい。昔は結婚というのは，私の両親

の時代などは，鍋釜１つあればよいとか

だったのですが，今は必ずしもそういう

社会ではないという点があろうかと思い

ます。

そうしますと，もちろん労働市場です

ね，給料をもうちょっとよくしましょう

というのは当然あるわけですが，それ以

外にやはり公的な支出を増やすべきだと

私は思うのです。私どもは，１．４から

１．８に上げるには，フランスの事例に倣

えば，日本は子育てと教育費に８兆円か

ければ，大体フランス並みのサービスが

公的にやれるようになる。しかし８兆円

をどうやって出すのだ，それはどこから

財源を出すのですかというところで，答

えがあまりありません。
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私が面白いと思いましたのは，つい最

近，小泉進次郎さんが「こども保険」を

やろうと。１％の「こども保険」，これ

を年金の保険料に上乗せするのだという

のですね。これはもちろん働く人だけか

ら取って，それではリタイアした人から

は取らなくてよいのかとか，いろいろな

議論がありますが，消費税でやろうとす

ると反対が強くて動かない。動かないな

ら，保険料なら抵抗が少ない。１％だと

１．７兆円。１．７兆円あれば子供の費用は

大体賄えますと，こういう提案をされて

いるのです。

私はベストな案だとは思いませんが，

しかしそういうことも考えていかない

と，８兆円という必要な経費はどこから

も出てこないかなというように思ってい

ます。何らかの手当，私が別にもう１つ

考えているのは，配偶者控除というのは

やめたほうがよい。やめた分，子供のた

めの支出に充てるという，そのような組

み合わせを考えていく必要があるのでは

ないかというように思っています。

以上は出生率について，大体今のよう

なことですが，何か特別につけ加えたい

点はありますか，パネリストの方。よろ

しいですか。

そうしたら，今度は移民の問題に入り

たいと思うのですが，私どもはこれまで

足元は年間７万人ぐらいだと思うのです

が，それを５０年までに２０万人ぐらいま

で，これはもちろんいろいろな経済的な

インパクトだけではなくて，社会的なイ

ンパクトもいろいろ生ずる問題ですけれ

ども，具体的に出しましたら，この「選

択する未来委員会」でも提案したらすぐ

さま反対がありまして，移民というのは

絶対いけないという，そのころ自民党の

意見が非常に強くて，人口減少歯止めで

出生率を上げるのはよいけれども，移民

のほうは駄目というので，移民は全く動

きませんでした。

ですけれども，実質的には留学生３０

万人とか，あるいは研修という形でそう

とう増えていると思うのですけれども，

私は政策なき移民増加というのは，あと

で非常に問題を起こすのではないかとい

うことを恐れているのですけれども，こ

の移民の問題についてどのようにお考え

になるか，今度は岩本さんのほうからど

うぞ，ご意見がありましたら。

岩本 人口成長と移民の関係なのです

けれども，まず何を目的に移民に頼るの

かということに関して１つ，私が根本的

に疑問に思う点がありまして，日本の人

口は今日ご説明がありましたように，い

ま１億３，０００万人弱ぐらいいますけれど

も，これが５，０００万人ぐらいまで減ると

いう予測があります。

５，０００万人に減って大変かという話な

のですけれども，たとえば日本の歴史を

ずっとさかのぼりますと，江戸時代とい

うのは３，０００万人台だったわけでして，

３，０００万人の江戸時代が大変で，日本は

どうしようもなかったということではた

ぶんないわけで，３，０００万人の日本とい

うものは，またそれなりの文化を持って

やっていたわけですので，そもそも適正

規模の人口というのは分からないもので

す。日本列島は狭いわけなので，ここで

１億人がひしめき暮らすよりは，５，０００

万人でもうちょっとゆったり暮らしても

よいかもしれないので，人口が減ること
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自体がよいか悪いかということは，一概

には決められないと思います。

けれども切実な問題として人口減少が

語られているのは，私が最後に話した社

会保障の財政の問題だと思います。社会

保障の財政を支えるために，若い人たち

というか，働く人たちを入れるというこ

とで議論されているのかなという気がし

ます。ところがそうなると，そのための

移民の規模はどれぐらいかとなりますと，

人口が減っていくと財政は悪くなるので，

人口が減らない程度のものということに

なっていきますので，これは数千万人の

規模になるかと思います。１，０００万人で

も足りるかどうかということになります

ので，社会保障財政を支えるために入れ

るのでしたら，１，０００万人，２，０００万人

も入れますかというお話になってくるの

かと思います。

そこまでの議論は数字として（労働者

の数として）議論できますけれども，移

民というものは数字としての労働者が来

るわけではありませんで，今の日本とは

違った文化や考え方を持った外国の人間

が来るということです。大量の人間が日

本に来て，日本人と一緒に暮らすという

ことですので，そういった社会の成り立

ちといいますか，そこにコストがかかる

わけです。それは実際の移民に関して各

国で語られていて，日本でも１つの移民

反対の意見になっていると思いますけれ

ども，社会的な摩擦，文化的な摩擦とい

うもののコスト，これを払うかどうかと

いうことだと思います。

これは費用の計測が難しいものですか

ら，社会保障のほうの費用と天秤にかけ

ることはより難しいのだと思うのですけ

れども，そういった意味で具体的に学術

的に計算を出しているわけではありませ

んけれども，１，０００万人の規模の移民を

社会保障財政の維持のために入れる政策

というのは，あまり通らないのかなとい

うように思っています。

岩田 どうもありがとうございます。

それではどうぞ，山本さん。

山本 ファクトから申し上げると，日

本は，難民の受け入れにはたいへん慎重

な国です。年間１００人ぐらいで，ヨーロ

ッパの国々に比べ２桁あるいは３桁少な

い感じでしょうか。

それから，外国人の受け入れも，高度

人材を別にすれば表面上非常に厳しい。

例えば介護分野では，――ようやく実務

研修生が認められるようになりましたけ

れども，――介護福祉士候補者の受け入

れには大変厳しい制限がある。厚生労働

省のホームページを見ると，介護福祉士

候補者は，インドネシア，ベトナム，フ

ィリピンの３カ国からだけ受け入れると

ある。しかもこれは相手国から頼まれ，

相手国の支援のためにやっているもので

あり，日本の労働力不足のために受け入

れているものではないとわざわざ書いて

ある。

では，実態はどうか。２００９年から

２０１６年までの７年間で，日本における

全産業の就業者数（日本人を含む）は

２００万人増えました。一方，別の統計で

すが，外国人労働者の数はこの間に５０

万人ぐらい増えました。つまり，就業者

が増えた分の４人のうち１人が外国人労

働者であった計算になります。それは実
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務研修生であったり留学生であったり，

永住者であったりします。それが今の日

本の実態です。国内の深刻な人手不足に

対して，かなりの数の外国人の方々にお

願いをして，経済をなんとか回している

のが実態です。しかし，今述べたように，

建前は外国人の受け入れに厳しい。した

がって，非常に不透明な状態に置かれて

いることに変わりはない。何か問題が起

こると，突然状況が変わりかねない。例

えば留学生が増えたのは国内の日本語学

校が増えたことに一因があるわけですけ

れども，誰かが逆向きのことを言いだす

と，深い議論なしに，日本語学校をこれ

までのようなペースで増やすのはやめよ

うという話になってしまう。

日本の生産年齢人口の減少スピードか

らみて，外国人労働者を受け入れていか

なければ，もはや経済がもたないことは

明らかです。外国人労働者なしには介護

の需要を満たすことも難しくなるでしょ

う。きちんと制度を整備して，受け入れ

ていくことが重要です。実務研修生など

の待遇もきちんとやる。アメリカでは外

国人の子どもが現地校に入学すれば，必

ず English as a Second Language (ESL) と

いうクラスを提供して，英語を教える。

そのような形で，社会のアイデンティテ

ィーを浸透させようとしているわけです。

そういう対策をきちんと組み合わせてや

っていく。それ以外に，あまり考えられ

ないように思っています。

岡田 事実として，２０１６年に日本に

入った人，残った人を差し引いて実は

１５万人にのぼっていまして，外国人の

数としては過去最高レベルです。以前と

は完全に違うレベルに達しています。で

はそういう人たちはどこにいるのかとい

えば，大都市部に留学している方もいる

のですが，一方で，地方圏にいる外国人

も多いです。

たとえば人口が増えたり，また，減少

に歯止めがかかったりで，話題になる自

治体がありますが，外国人が入って増え

ている自治体が少なくないです。特に，

農業等で研修生として働く外国人は多い

です。

政府は地方創生で，全国津々浦々まで

人口を増やすように頑張れと言っていて，

理想的な形では仕事を増やして，若い人

を呼び戻してということですが，そうい

うことは地方圏は苦手なのです。したが

って，対策となると，外国人を増やすこ

と，もう１つは新しい住宅を造ることに

なります。人口が減っていくなかで住宅

を造るというのは，将来の空き家リスク

が恐ろしいのですが，そういうやり方で

しか今は対応できていません。

そのため，２人の先生が今おっしゃっ

たように，将来の影響を考えて本当に必

要だから受け入れているのかどうかとか

いう点でいえば，あまり精査されないま

ま入ってきているというのが実態でしょ

う。今後を考えると，少なくとも待遇や

賃金については日本人並みを保障してい

くのは当然のことでしょう。たとえば農

業が安い賃金で受け入れると，外国人を

受け入れることによって，農業の近代化

の妨げになるかもしれません。

岩田 ありがとうございました。私の

ほうからまた２点ほどつけ加えさせてい

ただきたいと思います。
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移民の問題について２つほどエピソー

ドといいますか，韓国の政治家の方と話

したことがありまして，「日本は少子化

で出生率が下がって困っているけれども，

韓国はどうなんですか」と言ったら，「い

や，日本より低いです」と。「どうする

んですか」と言ったら，「そうですね，

韓国は出生率を上げるよりは移民のほう

でやります」という非常に簡単な答えで，

もう１つは，ドイツの産業連盟の方がお

いでになったことがありまして，その産

業連盟の方とお話ししていて，「日本は

少子化で人口が減って困るのですよ。あ

るときには生産年齢人口は５０万人とか

そういう単位で年間で減っちゃうんです

よ」と言ったら，「そうですか」とさす

がに驚いていたのですが，ただ，ドイツ

は出生率を高めるという政策はとろうと

は思わないと。ドイツも決して高くない

のですけれども，もう移民でやればよい

と。

今回もメルケルさんは難民の引き受け

の問題で，ずいぶんドイツ国内の政治が

大変な大問題になったと思いますが，私

は５月末にベルリンで国際会議がありま

して行きましたら，どうもドイツはどう

やらこの問題のコンセンサスを作り上げ

たかなと。メルケルさんのラインでどう

やらドイツは対応できそうだという，ど

うもそのように決められたように思いま

す。ヨーロッパのほかの国はまだいろい

ろ問題を抱えているところが多いと思い

ますけれども。ですから，１つはそうい

うことがあるということです。

もう１つは，岩本先生のほうから，

３，０００万人になってもどうなのでしょう

と。江戸時代は２，０００万人かもしれませ

んけれども。経済学は最適な人口規模の

決定の理論を持っていないのですよね。

これはたびたび「選択する未来委員会」

でも何度も申し上げたのですが，しかし

最適な人口成長率についてはいくらか議

論があって，これはゴールデンルールと

いう，いちばん消費が最大化されるよう

な成長のパスですけれども，１９６０年代

の初めごろにエドムンド・フェルプスと

いう人が，資本の収益率と成長率が等し

いとき，資本の蓄積率とか人口増加率が

みんな同じ比率でもってバランス・グロ

スで成長しているような経済であれば，

そのときに消費がいちばん最大化されま

すという議論をされたのです。

そのあとサミュエルソンが，１９６８年

だったと思いますが，人口の最適成長率

はいくらかというのを，オーバーラッピ

ングジェネレーションといって，現実の

世界はそうですけれども，異なった世代

の人たちが重なり合って生活しているわ

けです。昭和生まれの人もいるし，平成

生まれの人もいるしという。そういう異

なった世代の人たちが生きている社会で，

そのゴールデンルールはどうなのですか

というペーパーなのですが，そこでの結

論というのは，ゴールデネストゴールデ

ンルールが必要となるという。ゴールド

のうちの最もゴールドなものでなければ

いけない。ですから，最初の条件である

資本収益率と成長率が等しいというだけ

ではなくて，リタイアした人の消費の額

と収益率の関数ですというペーパーをお

書きになりまして，それは明らかにマイ

ナスではないのですね。マイナスではな

いので，日本はこれからずっとマイナス

になって，最適性の基準からするとどん
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どん離れていく社会になりますというの

が，１つの問題点です。

それからもう１つは，やはり若い働く

人が減って，リタイアした人が，日本は

４０％までになります。しかも今の社会

保障制度が賦課方式という形になってい

まして，これは若い働く人がすでにリタ

イアした人のために保険料を払っている

のですね。自分が年をとったときのため

に使う保険料ではないのです。これは年

金も医療もみんなそうなのです。賦課方

式なのですね。

なので，つまり人口がどんどん増えて，

若い世代の人たちがどんどん増えるとき

は，この賦課方式はよいのです。たぶん

非常にうまく機能する仕組みなのですが，

それが反対に人口オーナスの時代になっ

たときは最悪のシステムなのですね。増

えていくと，結局若い人の負担だけがど

んどん増えていってしまう。そうすると，

働く気をなくしてしまって，その結果成

長率も下がると，また財政の収入が減っ

て，また政府債務が雪だるま的に増えて

しまうという，こういう悪循環の経済に

なってしまう。そこがもう１つの問題だ

というように思います。

この論点は，財政が将来そのようなこ

とにならないためにはどうしたらよいの

かということで，実は最初のセッション

で岩本さんのほうからいくつか具体的な

ご提案もありまして，そのなかに部分積

立方式というのも，お気づきになったか

どうか分かりませんが，入っていました

ので，そのご提案も含めて，この人口減

少のなかで今の財政制度，特に社会保障

制度が本当に維持可能になるためにはど

うしたらよいのか，ご意見をいただきた

いと思います。では，岩本さんのほうか

らお願いします。

岩本 ほぼ私の報告の繰り返しになり

ますので，時間節約ということでごく簡

単に申し上げますけれども，部分積立方

式というのは，医療・介護保険というの

は現状は積立金を持たないで，入った保

険料収入で給付を賄っているという状態

なのですけれども，先のほうに医療・介

護に関してはそうとう大きな危惧が起こ

るということが，ある程度予測されてい

ますので，そうすると，先に向けて大き

な支出がある場合にわれわれはどう備え

るかというと，その前から貯金してそれ

に備えようということをよくやっていま

す。たとえば学資保険を郵便局で宣伝し

ていますけれども，そのような形で貯蓄

というか積み立てようということをして

いるので，医療・介護のほうでも社会保

険のなかで先のほうに支出がある場合に

は前もって積み立てておくということを

してはどうかということです。

やり方としては，そうするとその分だ

け保険料を上げなければいけないという

ことで，今でも医療・介護保険の保険料

は高いとよく言われていますが，それプ

ラス，先のほうで大変なことになるから，

もうちょっと備えて増やしましょうとい

う保険料の負担増というものを受け入れ

るかどうかという，そういった選択にな

るかと思います。

これは現在もなかなか消費税が上がら

ないと同様に，先のことが見えないとい

いますか，目先のことに重点がいくため

に，そういう負担増はなかなか受けられ

ないところですけれども，そこは冷静に
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先のことを考えていけば，そういうこと

を，保険で言えば上げておいて先に備え

るということをやっておくというのは，

非常に有益かと思います。

岩田 それでは山本さん，どうぞ。

山本 皆さんと同じなのですけれども，

基本的には高齢者の方に極力働いていた

だけるような社会保障制度を作るという

ことだと思います。

人口が減れば豊かでなくなるというの

は変ですよね。普通の国は，人口が増え

る過程で，貧しくなるのではないかと怯

えるわけです。なぜかというと，養わな

ければいけない子供が増えるから。日本

も戦後はそうでした。焼け跡世代，団塊

世代が多数生まれたあと，戦後これらの

子供をどうやって養っていくかが大きな

課題でした。実際日本は１９５０年代には

中南米への移民も再開しています。それ

ぐらい事態は深刻だったわけです。にも

かかわらず，今度は人口が減るから豊か

でなくなるというのは，議論が矛盾して

います。では，なぜそうした矛盾した議

論が行われるか。一言でいえば，人々が

長生きになったからです。より正確にい

えば，長生きになったにもかかわらず，

引退する年齢があまり変わらなかったか

らです。長く生きるようになったのに，

働く年数が延びなければ，貧しくなるこ

とを怯えるのは当然でしょう。

実際，６５歳以上の男性の労働参加率

は，５０年前は５割以上ありました。今

は３割です。それぐらい，ある意味働か

なくなってしまった。働かなくなったと

いうのはちょっと表現が悪くて，長生き

になったにもかかわらず，その分だけ働

く年数を延ばさなかった。それでは社会

保障がもつわけがありません。長生きに

なったのに応じて，社会保障の制度を変

えていく努力が重要です。年金の受給開

始年齢を引き上げるとか，医療費の負担

割合を変える。そういうことで制度を調

整していくのが，本筋だと思います。

以上です。

岩田 どうぞ，それでは岡田さん。

岡田 私が先ほど話しましたように，

当面は６５歳～７４歳については，働いて

いただく方向で考えなければならないと

思います。それ以上につきましても，健

康である人にはできるだけ働いていただ

く必要があるでしょう。

一方，いろいろな意味での政策のリス

トラは必要な状況になっていると思いま

す。社会そのものが人口増加を前提とし

て作られてきて，特に街づくりはもう完

全にそのようになっているわけです。し

たがって，人口が減っていくなかで，要

らない道路があるかもしれないとか，要

らない橋があるかもしれない，また，要

らない地方公務員がいるかもしれないと

か，様々な面でリストラは，積極的に進

めていくしかないわけです。

今，その最先端の事例が北海道の夕張

市にあります。夕張市は昔は１０万人ぐ

らいいたのが今は１万人ぐらいになって

しまいましたが，どうやってリストラし

ていくのかという，ある種の社会実験を

やっている段階です。

そうした経験を踏まえて，われわれは

いろいろなリストラをしていかなければ
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ならないでしょう。

岩田 どうもありがとうございます。

それでは，私のほうからも１点つけ加え

させていただきたいと思います。

アメリカでは性による差別はいけない。

ジェンダーギャップの問題ですね。それ

から，年齢による差別もいけないという

ことになっていまして，私はやはりそう

すべきではないかなと。つまり，この人

はもう何歳だから働けないという社会で

は，日本はもたないのではないかなとい

うことです。つまり，その人が健康であ

る限りは，たぶん働く意欲を持っている

のだから働くことができるという社会に

するというのが，まず１つ根本的に求め

られていることではないかというように

思います。

そういうことを言ったあとで，岩本さ

んのほうから部分積立方式のお話があっ

て，私もそれをサポートしているので，

少し解説をしたい。というのは，今の社

会保障制度というのは，働く人がすでに

リタイアした人のために保険料を支えて

いる。それを働く人が自分がリタイアし

たときに使えるお金にする。これが積立

方式なのですね。

私は年金についてもそのようにしたほ

うがよいと思っていまして，これは確定

拠出か確定給付かという選択の問題なの

ですが，イタリアでも実は確定給付から

確定拠出に変わったのですね。確定拠出

に変わるということは，自分が出したお

金をリタイアしたときに受け取れるとい

う，そういう仕組みに変えることが私は

望ましいと思っていまして，特に報酬比

例の部分ですが，日本は３階建てとか２

階建てで，いちばん下に基礎的な部分が

あって，その上に報酬に比例するような

形で給付が決まる部分があって，私のセ

ンターでは，基礎的な部分は消費税でや

ると。しかし２階部分は積立方式にする。

もうちょっと違う言い方をすると，こ

れは民間保険に変わるというのとほとん

ど同じことになるのですね。もちろん運

用の形態とか，あるいはそれを義務づけ

るかどうかで，民間保険となるのか，そ

うではなくて，やはり公的なものでとど

まるのかというのはありますが，仕組み

をやはり積立の考え方をどこかに入れて

いかないと難しいかなと思っています。

岩本さんのご提案は，年金だけではなし

に，医療あるいは介護の分野にもそれを

入れたらどうかということかと思います。

時間が少なくなっていまして，最後に

技術革新について，これは問題提起で，

パネリストの方にお答えいただきたいと

思うのですが，日本の労働生産性という

のは，OECD 諸国の平均以下なのです

よね。技術革新がこれだけ進んでいて，

日本も決して IT 後進国というわけでも

ないのに，生産性は平均以下になってし

まったと。これをどうやったら平均以上，

望ましいのはトップグループにもう１回

戻すことができるかということについて，

ご意見をいただければと思います。これ

は最初に山本さんのほうから。

山本 技術革新をとり入れて生産性を

あげることのできる分野は，まだまだあ

ります。例えば，地方自治体のペーパー

ワークの状況を見ていると，IT 化を進

める範囲がまだまだある。

もう１点。岡田先生がおっしゃったよ
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うに，サービス分野の生産性の低さは本

当に深刻です。ちょっとぼんやりした話

になってしまいますけれども，よいサー

ビスを受けたらそれに見合う対価を支払

う意識を定着させることも重要だと思い

ます。

私は日銀の出身なのですが，民間銀行

を見ると，海外では，ATM やいろいろ

な機械を導入するたびに，銀行の窓口で

わざと行列をつくらせる。長く待たせて

ATM やインターネットバンキングに誘

導しましょうとなる。そうしないと，投

資コストを回収できないからです。

日本の場合は，お客様から喜ばれるよ

うに，ATM を入れたあとも多くの窓口

を維持して，５分以上待たせませんとい

ったことをやる。それをやってはいけな

いと言っているのではありません。銀行

窓口でよいサービスを受けたいと思う方

には，そうしてもらってその分手数料を

支払ってもらう。それだけ人件費がかか

っているわけですから。そうならない限

り，サービス業の生産性はなかなか上が

らない。

もちろん，マクロ的にみれば，よいサ

ービスにもかかわらず十分な対価を受け

取らない企業は，競争力を失い，退出を

迫られるはずです。手間ひまがかかって

いる分だけ，収益率が落ちるからです。

しかし，日本企業の場合は残念ながら，

――残念ながらというのでしょうか，

――収益率を通じたガバナンスがなかな

かきかない。「ROE が低いから，経営者

を代えよう」とならない。このため，低

い収益率でよいサービスを提供する競争

が苛烈になり，生産性の向上に結び付か

ない。

したがって，根本的には日本企業のガ

バナンス構造に行き着く問題で，そちら

の改革に取り組むべきことです。しかし，

ここではとりあえず，よいサービスには

きちっと対価を支払う意識を共有するこ

とが大事であることを強調しておきたい

と思います。

岩田 ありがとうございます。それで

は岩本さん，よろしいですか。

岩本 いま座長のほうから，日本は必

ずしも IT 後進国ではないというお話が

ありましたけれども，私の感覚ですと，

十分 IT 後進国のような気がしています。

特にソフトウエアの開発とか運用とかに

関しまして，個人的に外国と比較して見

ますと，明らかに後れを取っているので

はないのか，このようなことで大丈夫な

のかと感じていますので，この分野は本

当に IT の開発・運用の能力を高めると

いうことをしていかなければいけないと

いうように思います。

この点にちょっと関連しますけれども，

日本はものづくりが強いと言われていた

のですけれども，今はものづくりという

ものが相当に情報と絡んできていまして，

単にものだけ作っているわけにはいかな

いようになってきていると思います。日

本のものづくりの強み，たとえば８０年

代，「ジャパン・アズ・ナンバーワン」

と言われた頃は，メカトロニクスと呼ば

れていたのですけれども，われわれ消費

者の目に見えるところですと，たとえば

家電では非常に素晴らしいものがいくら

でも選択できるということがありました。

けれども，最近起こったことで，たとえ
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ば昔はソニーのウォークマンがあったの

ですけれども，ウォークマンの次世代の

iPod をアップルが開発しました。

そこでソニーは出遅れたのですけれど

も，ソニーがウォークマンのノウハウを

生かして対抗商品を出したのですけれど

も，そこで決定的に品質の差がありまし

た。どこに差があったかというと，iPod

に対応する機械のところでは，ものづく

りとしては負けていないのですけれども，

iPod はそれだけではなくて，コンピュ

ータに iTunes というソフトがあって，

さらに iTunes Store というネットワーク

のほうで楽曲を買うサイトがありまして，

これが全部連動している。消費者が音楽

を聴きたい場合には iTunes Store からネ

ットでダウンロードして，そしてその

iTunes を経由して iPod に入れる。

この組み合わせは日本の場合，途中か

らソニーの作ったソフトウエアがグダグ

ダでちゃんと使えないとか，ダウンロー

ドサイトに関しては iTunes Store に対応

するものがないということで，楽曲をど

う入れたらよいか分からない，ただプレ

ーヤーがあるという状態になってたとい

うことで，ソフトと一緒に絡めないと，

ものが作れていないということです。

次に，家電の方がだいぶこけてきまし

たので日本の残った強い産業は自動車で，

いま本当に自動車一本で支えている感じ

になってきています。その自動車なので

すが，これが自動運転が入ってきますと，

ソフトウエアが大事になる。今まで自動

車と全然関係がなかった，人間が運転し

ていた部分が，自動車を作るメーカーの

ほうが，ソフトウエアで全部まかなって

くるということになってきましたので，

ここのところが本当に日本が能力的に劣

るということなので，自動車という日本

の最も最後に残っている砦が失われる可

能性があるという，非常に日本は正念場

に立っているのかなというように思って

います。

岩田 ありがとうございます。それで

は，岡田さん。

岡田 まず，IT について日本は後進

国だということは理解したほうがよいと

思います。たとえば Amazon Alexa とい

う，ある種のフォーマットが世界中の家

電を支配していくといわれるなかで，日

本の家電メーカーはどうすべきかという

ことが日本で議論されることはあまりあ

りません。

さらに影響が大きいのは自動運転です

よ。ほぼ革命のような状況にあるわけで，

おそらく一足飛びに，たとえば鉄道とか

も要らなくなるのではないかとか，そう

いう時代が来るかもしれないわけです。

そうしたことがどこまで理解されてい

るのかというと不安になります。今まで

のビジネスモデルや社会というのを前提

に IT を捉えようと多くの人々は必死に

なっていますので，革命的なことを理解

しようとしないという風潮があるのかな

と思ってしまいます。また逆に言うと，

それが変わる余地がある地域なら今後，

人を引きつけるでしょう。そのような地

域は保守的でない地域，それはたぶん大

都市とかになってしまうのかなというの

が，地方も推している私として残念に思

うことです。

もう１つ，先ほど山本さんがおっしゃ
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ったサービス価格が安いということにつ

いては，これももっと理解していただか

なければならないでしょう。私はモノポ

リーというゲームで海外に行くことが多

いのですが，海外のサービス価格は明ら

かに高いですよね。日本というのは東京

に住むのは生活費が高いとか言っている

人がよくいますけれども，海外の大都市

に比べると安く感じます。外食をするの

がこれほど安い国はもしかしてないので

はないかと感じるぐらいです。日本はそ

れだけ人件費を安く見積もっている国な

のだということは理解したほうがいいで

しょう。

また，宿泊費も安いです。１万円以下

の宿はモーテルじゃないかと。怪しくて

海外の金持ちは泊まれないと言うわけで

す。ですから，そういうところも含めて

やはり日本も変わっていかないと，２０５０

年の世界は非常に暗澹たる世界が待って

いるのだろうというように思います。

岩田 私のほうから２点ほど。「選択

する未来委員会」で，やはりこのイノベ

ーションのインパクトについても議論し

たのですが，そのときに経済財政諮問会

議の委員もやっておられる財界の方や，

その企業はいまつぶれるかどうかという

企業ですが，私どもは大学発のベンチャ

ーをもっと育てないといけない，オープ

ンイノベーションというのがこんなに大

事だと申しました。

それから，プラットフォーム企業とい

うのを生み出さないと，日本は今の ICT

の革命のなかで生き残れないのではない

かということを申し上げたら，オープン

イノベーションで何をするのだと，日本

は企業がそれぞれ一生懸命やっていて，

こちらのほうが大事だというようなこと

をおっしゃいまして，それ以上話が進ま

なかった。

というように，部品は強いのですね。

９０年代半ばにいろいろ日本はハードの

部品は強かったのですが，ソフトウエア

は弱い。生産性に与えたインパクトとい

うのは，アメリカは９０年代半ばに IT

革命がありまして，生産性がそうとう向

上したのですね。これは電力革命に匹敵

すると言われて，戦前の２０年代に起こ

ったことです。

ということで，日本はどうか。９０年

代半ば以降の長期停滞が一向に改善しな

いということで，第１次 IT 革命に乗り

遅れたと私は思います。部品はよかった

けれども，経済全体にインパクトを与え

るほどにうまく使っていない。今は AI

とビッグデータと Internet of Things と

いう組み合わせですが，これもいま遅れ

つつあるのかなと。今のままですと，２

回目のチャンスも失いつつあるのではな

いかということを恐れています。

１つの証拠は，私どもつい最近，こう

いうソフトウエアに対する投資がどのぐ

らい産業別の生産性に影響を与えている

か，産業別のスタディをやったのです。

これは GDP 統計が R&D 投資，こうい

うソフトウエアの投資も最終の支出に分

類が変わったのですね。それで GDP の

水準が上がりましたけれども。

産業別で調べますと，意外なのですが，

製造業は一応ソフトウエア投資をすると

生産性が上がるのですね。プラスに出て

いる。非製造業はなんとマイナスに出る

のです。いちばんマイナス差が大きいの
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が金融サービス。どうしてそういう結果

になるのか，これはもうパズリングなの

ですね。投資して生産性が下がる。

私の理解では，ある意味では IT のハ

ードな部分を銀行は一生懸命やった。

ATM でも何でも決済が非常に迅速にで

きるようになっているわけですが，しか

しいま起こっているものは，そういう存

在しているものをみんな超えて，スマー

トフォンとかインターネットですべてや

ってしまう。そうすると，すでに存在し

ているものがあるので，逆に言いますと，

今のフィンテック企業がやろうとしてい

るような種類のビジネスを，金融機関自

身が本当に一生懸命やろうというように

は，なかなか思いにくいのかなと。つま

りレガシーなのですが，負のレガシーを

抱えすぎてしまって，新しいことができ

ない。その結果として，この２回目の革

命にも遅れつつあるのかなというように

思っています。

ということで，このへんはそうとう，

特に金融サービスは心配していまして，

１０年物国債の金利までゼロですと，今

のビジネスモデルがいつまでもつのか。

パーマネントゼロ政策が続いたときに，

金融機関が生き延びられるのかというの

は非常に心配いたしています。

ということで，すみません，時間が

１０分しか残らなくなってしまいました

が，ここまででパネルの議論ということ

にしまして，あとは会場の方からご質問

とかご意見をいただきたいと思います。

どうぞ手を挙げて発言をお願いしたいと

思います。

質問者 近畿大学の山上です。本日は

大変ありがとうございました。よいスコ

ープで中長期的課題をまとめてくださっ

たと思うのですが，１つ，私は国際金融

が専門なものですから，ぜひ伺いたいこ

とがあるのですが，たとえば金融政策と

いうと，岩本先生のにも書いてあります

が，景気刺激策というようにまとめてお

られる方が多いと思うのですけれども，

しかし国債の発行残高とかその償還とか，

そういう問題というのは中長期的課題に

直結しているのではないかと思います。

そういう意味で，まだ評価が定まって

いないマイナス金利政策というものは，

岩田先生にもまとめてもらい，これが１

年半経ったわけですけれども，どのよう

に評価すべきなのか，中長期的な視点か

らはどう考えるべきなのかということに

ついて，パネリストの皆さんは金融と関

係ある方ばかりなので，意見をいただけ

ればと思います。よろしくお願いします。

岩田 はい，分かりました。基本的に

重要な問題だったのですが，それでは岩

本さんからどうですか，ご意見を。

岩本 マイナス金利政策に関しまして

は，私は導入された直後ぐらいにブログ

のほうに少し書いていますので，ほぼそ

れと同じ意見なのですけれども，現金の

金利はマイナスにならないものですから，

現金と代替関係の強い金融商品を扱って

いる関係の業者に関しましては，マイナ

ス金利はものすごく悪影響になるという

ことで，基本的にはよいことはないとい

うように思っています。金利をごくわず

か下げても，それによる金融緩和効果の

ほうは非常に小さくて，むしろ弊害のほ

経済研究所年報・第３１号（２０１８）

― ―１７０



うが大きいということです。今の小幅の

ところでは何とか収まっていますけれど

も，これ以上深掘りというのはさらに弊

害が増すだけだというように思っていま

すので，基本的には悪影響のほうが大き

いというのが私の認識です。

岩田 はい，どうぞ。それでは山本さ

ん。

山本 マイナス金利政策とセットにな

っているイールド・カーブ・コントロー

ルを含めて申し上げると，長くやってよ

いものではないと考えています。なぜな

らば，金融システムや金融市場への悪影

響が非常に大きいからです。例えば今，

１０年物国債ゼロ％というイールド・カ

ーブ・コントロールの下で，政府系金融

機関は２０年物融資を最低０．６％で提供

しています。これでは民間銀行は絶対に

競争についていけない。民間銀行は経費

率だけで０．８％です。そもそも２０年物

０．６％という金利は，２０年間の金利リス

クをどう織り込んでいるのでしょうか。

日銀自身が２％の物価目標を言っている

ときに，２０年物固定金利０．６％は，民

間銀行にとってはリスク管理の面からみ

てありえない水準です。金融システムに

及ぼす悪影響は大きく，これは長く続け

られるものではないと思っています。

岩田 では，私のほうから。私は１つ

は，スウェーデンとかデンマークもマイ

ナス金利で，スウェーデンは確か

－１．２５％まで下げて，しかし重要な違

いは，１０年物の金利はプラスなのです

ね。つまりイールドカーブが立っている

のですよね。もっとスティープなのです。

日本は当座預金が－０．１％で，１０年物が

ゼロですので，言ってみると日銀当座預

金のところだけ，当座は－０．１％という

ように政策で決めていますが，残りはあ

る意味でゼロ金利なのですよね。１回目

の量的緩和というのは，せいぜい１年物

ぐらいまでがゼロだったのですね。今は

１０年物までゼロにする。しかもフラッ

トなのですね。

オプティマルなイールドカーブはどこ

にあるのでしょうと，日銀の方もいろい

ろお書きになっていますが，どう見ても

これはたぶんオプティマルではない。ど

こかでスティープにする必要があるとい

うように思っていますが，同時にマイナ

ス金利そのものについて，なぜマイナス

金利を欧州の国で，スイスもそうですが，

採用したか。私の理解は，マーケットが

たとえば名目金利で見ますと，ゼロ金利

にぶつかったのが日本は９５年だと私は

思います。公定歩合０．５％だったと思い

ますが，それはバンク・オブ・イングラ

ンドの基準だとゼロ金利なのですね。

ゼロ金利にぶつかったということは，

マーケットの需給に任せると，もしゼロ

金利の制約がなければ，均衡を回復する

のに必要な金利はプラスの領域になくて，

マイナスの領域にあるということを意味

しているのではないかと私は思うのです。

「影の金利」と呼んでいますが，影の金

利というのはわれわれも計算したことが

ありますけれども，現金にはゼロの金利

がついていますので，マイナスの金利に

対してはオプションがついているのです

ね。現金にはオプション価値がある。オ

プション価値が計算できれば，影の金利
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が計算できるのですね。ですから，日本

はもうゼロ金利にぶつかったときからマ

イナスなのだと思います。ところが現金

が存在しているので，それ以上下げるこ

とはなかなか難しい。

ところが，現金はゼロ金利と言ってい

るけれども，実は取り扱いの費用とか何

かがあって，それが１％あるのか０．５％

か分かりませんけれども，EU などのス

タディでは１％ぐらいはあると。だから

１％ぐらいまで下げても大丈夫なのでは

ないですかという議論がありまして，そ

れで ECB のほうも－０．４％まで下げた。

こういうことなのだと思うのです。つま

り，名目で見てマーケットの需給をうま

くクリアする金利がプラスの領域にもう

なくなっているということがある。

もう１つの理由は，自然利子率と言わ

れているもので，R スターと jargon で

言っていますが，これは貯蓄と投資をバ

ランスさせる均衡の実質利子率です。こ

れはヴィクセルという方が１００年前にス

ウェーデンでおっしゃったことで，自然

利子率よりもマーケットの実質利子率が

高ければデフレになり，反対ならインフ

レになりますという議論をされたのです。

これは今も有効だと私は思っています。

ところが実質の自然利子率がわれわれの

計測では，日本は９０年代末からマイナ

スなのですね。それは CPI がデフレに

なったときとほぼ同じなのです。

マーケットの実質利子率というのは，

特別な政策をやらない限り名目は普通は

ゼロ以下にはいかない。名目金利がゼロ

だと実質金利というのはインフレ期待が

決める。名目金利からインフレ期待を引

いたものが実質金利なのですが，日本は

デフレになってしまったのです。そうす

ると，マーケットの実質利子率は常にプ

ラスになってしまうわけです。デフレが

続く限りはプラスなのです。でも自然利

子率はマイナスにいってしまったのです。

そうすると，デフレになるしかないので

すよね。これはヴィクセルが言っている

とおりのことが起こったのだと私は思っ

ています。つまり，市場の実質利子率も

プラスの領域でなくなってしまったとい

うところが，いちばん大きい問題なので

す。

ではそこはどうすれば直るのですかと

いうと，これは最初のイノベーションの

話に関係しますが，生産性の伸びがきち

んとしたプラスで，しかもかなり高いも

のに戻っていく，健全な経済，ノーマル

な経済に戻っていく。こういうことがな

いと，自然利子率は戻っていかないので

す。ですからその意味では，成長戦略が

きちんと成功して２％成長に次第に戻っ

ていくということが起こらないと，日本

銀行はイールドカーブもゼロにして，１０

年物もゼロにして，よくおやりになって

いるとは思いますが，しかし自然利子率

のほうが戻ってこないと，あとは基本的

にはインフレ期待が変わらない間は動か

ない。そういう構造になっているのだと

私は理解しています。

以上ですが，ほかにもし，あとまだ時

間が数分あるかもしれないので，ありま

したらどうぞ。

質問者 イオンクレジットサービスの

鮑と申します。中国から来ている留学生

で，日本に就職しまして，移民政策につ

いて非常に面白くて，あともう１個サー
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ビスの話で，ソフトウエアのところで，

自分はアメリカとかヨーロッパのほうに

行って，ダイバーシティというのがあっ

て，いろいろな国の違う発想を取り入れ

て，そういう素晴らしいビジョンを持っ

ていたと思うのですが，日本の場合は当

然，移民は現時点ではあまり受け入れて

いないと。

さっき座長もおっしゃっていましたが，

制約なしの移民が実は現実としていろい

ろな留学生が入ってきて，私のような人

が入ってきて就職して，実際日本にいる

のですが，実際の会社生活のなかでも多

様な考え方を入れるというのは，日本の

企業はなかなかできなくて，逆に言うと，

そういう意味で選択的な移民を受け入れ

るというのは，日本の再成長になる１つ

の手ではないかと思いますし，あと実際

今，たとえば地方創生につきましても，

外国人の観光客が東京とか大阪の大都会

ではなくて，実は地方に流れている傾向

があるのです。それは何かというと，日

本に来られた日本が大好きな方からイン

ターネット経由でどんどん発信していて，

実は知らないうちに日本の地方に流れて

いるという現状があるのです。

本当はもっと日本の政府も当然いろい

ろやっていると思うのですが，もっと競

争という意味で取り入れ，日本も愛され

る国になって，日本も欲しいと選択でき

る，海外の方でも日本の国民になりたい

国にしていく競争というか，取り入れて，

ギャップを縮めていけばよいと思います

し，もう１個さっきの少子化の話なので

すけれども，実際わが社はカードをやっ

てきまして，日本の夫婦で働く世代が

２０年前と比較するとずいぶん増えてき

たのですね。でもなぜ子供を作らないか

というと，やはり不安があって，女性は

どんどん社会進出をしてはいるのですけ

れども，でも子供を産まないという現状

と，実際に６５歳で定年退職してすごく

元気にしているお年寄りもいっぱいいら

っしゃいます。そこのギャップでどのよ

うに解消すればよいのかと。もし解消す

れば，元気にしているお年寄りの皆さん

が孫の面倒を見られるようになったら，

いま保育所が足りないとかいう問題があ

るのですけれども，そのギャップを解決

すれば，逆にむしろすごくよい環境がで

きるのではないかなと思っていますので，

すみません，いろいろないくつもの観点

を一緒に述べさせていただいたのですが，

皆さんの意見がもし何かあれば，ぜひ教

えてほしいと思います。

岩田 ありがとうございます。それで

はパネリストの方，今のご質問に対して

何か。

山本 ではごく簡単に。最後におっし

ゃったことはそのとおりだと思います。

私は日本で少子化が進んだ背景には，戦

後，焼け跡世代・団塊世代の方々が都会

に出てきた結果，親御さんと離れて暮ら

すことになり，孫の面倒を見る人が近く

にいなくなったことにも理由があるとみ

ています。したがって，今でいえば，団

塊世代よりもちょっと下の世代が――ち

ょうど私の世代ぐらいかもしれませんけ

れども，――孫ができたら孫の面倒を見

ることを世代の役割であるとはっきりと

認識することが大事だと思います。

地方から都市部に出てこられた方は，
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多くの方がそのまま都市部に定住して老

後を迎えつつあります。したがって，以

前に比べれば，孫と近居できる環境が整

いつつあります。昔は地方と都市部に分

断されていた３世代が，都市部で近居で

きるようになってきた。そのメリットを

活かして，近居して，――どうも同居は

嫌われるようなので，――孫の面倒を見

る社会を作っていくのが大事だろうと思

います。

岩田 そろそろ時間になりましたので，

私が座長として締めくくりの言葉も含め

て今のご質問にお答えしたいと思います

が，やはり国際化というのはダイバーシ

ティを尊重するということだと思うので

す。これは女性の問題も私は部分的にオ

ーバーラップしますけれども，価値観の

異なる方と一緒にうまく働ける，生活で

きる。

これは大事なことで，OECD のスタ

ディがありまして，フロンティア企業と

ラガード企業という，世界の OECD 諸

国の優れた企業と，そうでない劣った企

業はどこが違うのだという。マイクロデ

ータで分析をしまして，ポイントは２つ

なのです。１つは，グローバライゼーシ

ョンをどのぐらい実現しているか。これ

は雇用も何も，あるいはガバナンスの形

態も含めてです。それからもう１つがデ

ジタリゼーションなのです。つまり，今

の ICT の技術を戦略的にどのぐらいう

まく使っていくか。これがフロンティア

企業とラガード企業を分ける分岐点にな

っているのですね。

それで先ほどお話ししましたソフトウ

エア投資，特に AI とか Internet of Things

に，これはわれわれが独自にサーベイ調

査をやりまして，上位１０位の会社，ト

ップの AI とか Internet of Things をうま

く使っている企業と，そうでないのを区

別いたしまして，仮にトップ１０にすべ

ての日本の企業がそういう企業になると，

成長率が４．１％高まるわけです。今は

１％ちょっとですけれども，５％成長。

でも，ポイントは真の意味での国際化

とデジタリゼーションということで，私

の最後の締めくくりの言葉にいたしたい

と思います。どうも今日はご清聴ありが

とうございました。
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